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石油危機の政治経済学（下）
２
、
イ
ラ
ン
石
油
国
有
化
問
題
３、スエズ運河国有化問題
４
、
世
界
に
お
け
る
石
油
産
業
の
変
貌
（以上、本誌第三ハ巻第一号）
四、ＯＰＥＣの軌跡（以下、本号）
「
は
じ
め
に
二
、
石
油
危
機
の
序
奏
ｌ
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
石
油
危
機
１
１
、
第
一
回
ニ
ク
ソ
ン
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
書
２
、
第
二
回
ニ
ク
ソ
ン
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
書
３
、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
「
石
油
危
機
」
の
発
生
三
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
創
立
の
背
景
ｌ
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
創
立
石油危機の政治経済学（下）
に
は
じ
め
に
次
石
垣
今
朝
吉
１ 
ｌ
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
石
油
戦
略
す
で
に
ふ
れ
た
よ
う
に
、
国
際
石
油
会
社
（
メ
ジ
ャ
１
）
が
行
っ
た
一
九
五
九
年
二
月
お
よ
び
一
九
六
○
年
八
月
の
二
回
に
わ
た
る
中
東
地
域
に
お
け
る
原
油
公
示
価
格
の
引
下
げ
は
、
当
時
資
本
主
義
世
界
の
石
油
輸
出
量
の
八
五
％
を
占
め
て
い
た
五
大
原
油
輸
出
国
、
す
な
わ
ち
イ
ラ
ン
、
イ
ラ
ク
、
ク
ウ
ェ
ー
ト
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
お
よ
び
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
を
し
て
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
結
成
へ
と
走
ら
せ
る
直
接
の
動
機
を
な
し
た
の
で
あ
る
。
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
創
立
に
指
導
的
な
役
割
を
果
た
し
た
の
が
、
当
時
の
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
石
油
鉱
業
大
臣
ア
ル
フ
オ
ン
ソ
（１） 
（での『の湖し｝【・日。）とサウジアラビア石油大臣タリキ（シ圧昌四可四・日口『『嵐）であったといわれる。上記五カ国のうち
で
、
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
を
除
い
た
四
カ
国
は
中
東
地
域
に
位
置
し
て
い
る
が
、
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
は
ラ
テ
ン
・
ア
メ
リ
カ
に
あ
り
、
中
東
に
お
け
る
１
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
石
２
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
産
３
、
一
九
六
○
年
代
４
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
新
五
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
攻
勢
１
、
第
三
次
中
東
戦
２
、
利
権
協
定
改
訂
六
、
現
代
資
本
主
義
と
四
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
軌
跡
、
第
三
次
中
東
戦
争
、
利
権
協
定
改
訂
へ
の
動
き
現代資本主義と「石油危機」
ｌ
む
す
び
に
代
え
て
Ｉ
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
石
油
戦
略
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
産
油
量
規
制
策
一
九
六
○
年
代
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
構
造
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
新
た
な
石
油
政
策
２ 
石油危機の政治統済学（下）
原油問題に無関係なベネズエラがＯＰＥＣ創設になぜ重要な役割を担ったかは以下の事情にあるとされる。ベネズエ
ラ
は
中
束
の
よ
う
に
公
示
価
格
に
で
は
な
く
、
実
勢
価
格
に
利
益
の
算
定
基
礎
を
お
い
て
い
た
た
め
に
、
原
油
の
市
場
価
格
が
下
落
す
る
に
し
た
が
っ
て
政
府
の
石
油
収
入
も
減
少
し
た
。
そ
し
て
石
油
過
剰
に
も
と
づ
く
販
売
競
争
の
激
化
を
反
映
し
て
、
石
油
会
社
は
原
油
の
（２） 
値引き販売を行ってきたから、原油輸出量が増大しても石油収入が逆に減るという現象が生じてきた。その上、中東
（３） 
原
油
に
比
べ
て
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
原
油
の
コ
ス
ト
が
か
な
り
高
く
、
さ
ら
に
利
益
配
分
方
式
が
違
っ
て
い
た
た
め
、
石
油
会
社
に
と
っ
て
は
中
東
原
油
の
売
り
込
み
の
方
が
は
る
か
に
有
利
で
あ
っ
た
か
ら
、
一
九
五
○
年
代
末
か
ら
の
中
東
原
油
の
大
量
の
出
回
り
に
際
会
し
て
、
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
原
油
の
競
争
力
は
到
底
太
刀
打
ち
で
き
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
政
府
は
こ
う
し
た
事
態
に
対
処
し
て
、
原
油
値
引
き
販
売
の
制
限
措
置
な
ど
を
と
っ
た
も
の
の
有
効
な
も
の
と
な
り
え
ず
、
こ
こ
に
産
油
国
の
国
際
協
調
の
下
で
原
油
価
格
の
安
定
を
図
り
、
産
油
諸
国
の
利
益
を
擁
護
す
る
必
要
性
を
説
く
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
方
法
は
結
局
、
産
油
国
が
生
産
の
実
権
を
掌
握
し
、
相
互
に
生
産
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
つ
つ
原
油
価
格
を
安
定
的
に
維
持
し
て
い
く
こ
と
を
意
味
す
る
が
、
そ
の
た
め
に
は
メ
ジ
ャ
ー
に
代
っ
て
産
油
国
自
身
が
協
力
し
て
カ
ル
テ
ル
を
つ
く
る
以
外
に
な
い
。
こ
う
し
て
、
一
九
五
九
年
四
月
、
カ
イ
ロ
で
開
か
れ
た
最
初
の
ア
ラ
ブ
石
油
会
議
（鈩日ワ勺の廓・］のＥｇｏＣｐ日の⑪⑪）にベネズエラ代表団を率いたアルフォンソは、イラン代表団とともにオブザーバーと
し
て
出
席
し
た
が
、
そ
れ
は
「
当
時
行
わ
れ
た
公
示
価
格
の
引
下
げ
に
対
す
る
石
油
輸
出
国
の
不
満
や
懸
念
を
表
明
す
る
恰
好
の
討
論
の
（４） 
場を提供したのである。」その結果、「イーブンとベネズエーフを含めて石油輸出国の代表団長によって一つの秘密紳士協
定（煙ののｑの【ぬの昌一の曰の鳥四日の①日の口斤）が署名された。……この紳士協定は石油輸出国機構創設の最初の種子をな
（５） 
した」のである。
（
１
）
石
油
問
題
研
究
会
編
、
前
掲
書
、
一
七
’
一
二
ペ
ー
ジ
。
３ 
こ
の
よ
う
に
、
第
一
回
ア
ラ
ブ
石
油
会
議
の
精
神
を
継
承
す
る
も
の
と
し
て
生
誕
し
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
、
そ
の
創
立
大
会
と
な
っ
た
パ
グ
（６） 
グッド会議において恒久的組織として定期的協議を行・つとし、「その主な目的は、最低条件としてその加盟諸国の発
（７） 
展と社〈毒基盤投資計画に資金調達するための適切な所得水準を守るような仕方で国際石油会社と取り組む」ことにあ
った。したがって、「石油価格の変動は、それがどの程度のものであれ、必然的に会議参加諸国の計画の遂行に影響
（８） 
を
及
ぼ
し
、
結
果
と
し
て
参
加
諸
国
自
体
の
経
済
の
み
な
ら
ず
、
す
べ
て
の
消
費
諸
国
の
経
済
に
有
害
な
混
乱
を
紹
来
す
る
」
も
の
で
あ
（９） 
る
と
い
う
見
地
に
立
っ
て
、
以
下
の
決
議
が
採
択
さ
れ
た
。
一
、
加
盟
諸
国
は
石
油
会
社
に
対
し
、
そ
の
価
格
を
安
定
的
に
維
持
し
、
不
必
要
な
あ
ら
ゆ
る
変
動
と
は
無
関
係
で
あ
る
こ
と
を
要
求
三
、
加
盟
諸
国
は
、
石
油
各
社
の
判
断
に
お
い
て
価
格
変
更
を
必
要
と
す
る
な
ん
ら
か
の
新
し
い
事
態
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
石
油
各
社
が
そ
の
事
態
を
完
全
に
説
明
す
る
た
め
に
影
響
を
受
け
た
参
加
国
ま
た
は
参
加
諸
国
と
協
議
す
る
こ
と
を
保
証
さ
せ
る
べ
き
で
あ
（川）
一
一
、
加
盟
諸
国
は
利
用
し
う
る
あ
ら
ゆ
る
手
段
に
よ
っ
て
、
現
在
の
価
格
を
一
九
六
○
年
八
月
以
前
の
支
配
的
な
水
準
に
ま
で
回
復
ざ
（
２
）
一
九
五
九
年
か
ら
六
○
年
に
か
け
て
公
示
価
格
か
ら
の
値
引
き
は
、
一
般
に
最
高
四
○
セ
ン
ト
／
バ
レ
ル
で
あ
っ
た
と
さ
れ
る
（
崗
口
の穴冊［・○勺何○日三の。ご‘牙の『の日の。ｍｂ１８⑰ｍＢｂｏ言８．】①認・奥川英雄訳注「ＯＰＥＣ（一九六○年’一九八六年）ｌ
そ
の
価
格
と
政
治
」
一
九
九
○
年
、
石
油
評
論
社
、
五
ペ
ー
ジ
）
。
（
３
）
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
原
油
の
生
産
コ
ス
ト
が
約
八
○
セ
ン
ト
／
バ
レ
ル
で
あ
る
の
に
対
し
、
中
東
原
油
の
そ
れ
は
約
二
○
セ
ン
ト
／
バ
レ
ル
に
す
ぎなかったとされる（円・の六＄〆旨Ｑ・邦訳七ページ）。
（４）（５）の冒汀】のけ§の日・○勺ロ○・弓夛の四冊日】Ｑ句口二・【臼】向×、－５弓のＱロケ・Ｂｍｍ・ロ・圏・
す
べ
き
で
あ
る
。
せ
る
よ
う
努
力
す
べ
き
で
あ
る
。
石油危機の政治維済学（下）
以
上
の
決
議
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
結
成
の
主
要
目
的
は
石
油
価
格
を
安
定
さ
せ
、
ひ
い
て
は
加
盟
産
油
国
の
石
油
収
入
を
四、加盟諸国は、価格の安定を、とりわけ生産の規制によって保証する体制（口の厨斤の日）を研究し、考案すべきで
あ
る
。
こ
の
場
合
、
生
産
諸
国
お
よ
び
消
費
諸
国
の
利
害
に
対
し
て
そ
し
て
ま
た
生
産
国
へ
の
安
定
的
な
所
得
、
消
費
国
へ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
効
率
的
・
経
済
的
お
よ
び
規
則
的
な
供
給
、
さ
ら
に
石
油
産
業
に
投
資
す
る
石
油
各
社
の
資
本
へ
の
公
正
な
利
益
（３日日）、を碓突にする必要性に対して十分な考倣を払わなければならない。
五
、
も
し
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
全
員
一
致
の
決
定
を
適
用
し
た
結
果
と
し
て
、
利
害
関
係
を
も
つ
会
社
が
加
盟
諸
国
の
一
国
ま
た
は
そ
れ
以
上
の
諸
国
に
対
し
て
直
接
ま
た
は
間
接
に
な
ん
ら
か
の
制
裁
を
用
い
る
な
ら
ば
、
他
の
加
盟
諸
国
は
、
こ
の
よ
う
な
会
社
ま
た
は
諸
会
社
が
こ
の
会
議
で
達
成
し
た
全
員
一
致
の
決
定
の
適
用
を
妨
げ
る
意
図
を
も
っ
て
申
し
入
れ
る
恩
恵
あ
る
待
遇
－
－
輸
出
麺
の
増
大
蝋
た
は
Ⅷ
格
改
善
の
い
ず
れ
の
形
で
あ
れ
’
の
提
供
を
受
け
入
れ
て
は
な
ら
な
い
．
（６）ＯＰＥＣの組織機構の簡単な紹介は、石油連盟調査室委員会原油グループ編「石油産業論」一九六八年、東洋経済新
報社、一一一四ページ、石油問題研究会編、前掲書、三五’四○ページ、を参照されたい。
（７）句且嵐］］・乞，○百一ｍ寓・○円○口庁島のＱ・閉『・目の．】や函Ｐロ・の①。
（８）閂・の歸円庁・旨Ｑ・邦訳三四九ページ。
（９）決識文は、の．○冨口の日ザ苞．。ｇ・圏‐漣・
（皿）原文では九月となっているが、八月の誤まりと思われるので、そう訂正しておいた。この藩惑の別の個所では八月と
明記されているからである（の．の冨口の日｝ワ丘’６，震）。
る
◎ 
５ 
持続的に安定的な水準に維持することにあった。そのために、一九六○年八月以前の公示価格への回復を要求し、そ６
の
有
力
な
手
段
と
し
て
産
油
量
の
規
制
ｌ
石
油
生
産
割
当
ｌ
を
指
摘
し
て
い
勘
の
で
あ
る
．
こ
れ
は
原
油
鮒
梼
の
変
動
の
影
響
の
下
に晒される産油国としては、石油収入に依存した経済発展やインフラストラクチュア整備に必要な投資計画を樹立し、
も
っ
て
経
済
的
自
立
へ
の
道
を
模
索
す
る
た
め
に
は
当
然
な
要
求
で
あ
っ
た
。
で
は
一
体
、
産
油
量
の
規
制
に
対
し
て
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
ど
ん
な手段を講じたのであろうか。
２
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
産
油
量
規
制
策
年一回ないし二回のペースで開かれたＯＰＥＣ総会は、一九六五年七月にリビアのトリポリで開かれた第九回会議
に
お
い
て
産
油
計
画
を
取
り
上
げ
、
そ
の
具
体
化
へ
歩
み
出
し
た
の
で
あ
る
。
第
九
回
会
議
に
お
け
る
決
議
六
一
は
次
の
よ
う
に
言
っ
て
いる。「本会議は経済委員会の報告を聴取したのち、原油および製品価格の持続的値崩れに対処するため、石油およ
び製品価格の崩壊をもたらす原因の一つが、過剰産油能力の無制限な競争的乱用にあると考え、石油を公平かつ安定
した価格で国際市場に着実に供給する必要性を認識し、本機構の決議に表明した諸目的を達成するための計画作成が
緊急の要務であると考え、次のことを決議する、⑪暫定的措置として、推定される世界需要量の増大に対応してＯＰ
ＥＣ各地域の合理的な増産を目標とする産油計画を採用すること、②産油計画を加閣各国政府に提示して承認を求め
（Ⅲ） 
ること。」
（ｕ）ＰＰＳ、一九六五年九月号、三六九ページ。
石油危機の政治経済学（下）
さきに指摘したように、一九六○年代の原油実勢価格は石油過剰化を反映して低落する傾向にあり（第４図参照）、
公示価格が六○年代初頭以来一定に維持されたために、両価格間に乖離が生じたのであったが、ＯＰＥＣはその原因
の
一
つ
を
「
過
剰
産
油
能
力
の
無
制
限
な
競
争
的
乱
用
」
に
あ
る
と
捉
え
て
い
る
。
一
定
の
公
示
価
格
が
維
持
さ
れ
て
い
る
限
り
、
そ
れ
を
基
準
と
し
て
算
定
さ
れ
る
利
益
配
分
方
式
は
実
勢
価
格
の
変
動
如
何
に
よ
っ
て
は
な
ん
の
影
響
も
受
け
な
い
の
で
あ
る
が
、
ベ
ネ
ズ
エ
ラ、リビアおよびインドネシアのＯＰＥＣ三カ国は、他の加鵬国と違って、実勢価格を基準として利益配分を受ける
仕組になっているので、「原油および製品価格の持続的値崩れに対処する」必要が生じている。しかし、他の加盟国
（烟）
に
と
っ
て
も
実
勢
価
格
の
低
落
傾
向
を
滴
過
で
き
な
い
の
は
、
第
九
回
会
議
の
決
議
と
は
別
に
発
表
さ
れ
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
「
覚
書
」
に
よ
る
と
、
「
実
際
の
販
売
価
格
の
軟
化
は
、
す
で
に
わ
れ
わ
れ
の
意
に
み
た
な
い
形
と
な
っ
て
い
る
公
示
価
格
構
造
を
一
段
と
弱
体
化
す
（皿）
る
恐
れ
が
あ
る
こ
と
、
二
、
利
権
料
経
費
計
上
に
関
す
る
補
足
協
定
の
条
項
か
ら
し
て
、
現
在
石
油
会
社
に
対
し
て
認
め
て
い
る
各
種
特
別
利
益
を
廃
止
す
る
た
め
に
は
、
市
況
の
好
転
が
支
配
的
要
因
で
あ
る
こ
と
、
と
い
う
二
つ
の
理
由
か
ら
で
あ
る
と
い
う
。
こ
う
し
て
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
原
油
市
場
に
お
け
る
実
勢
価
格
の
軟
化
の
原
因
の
一
つ
と
し
て
の
「
無
制
限
な
競
争
的
乱
用
」
を
阻
止
す
る
方
策
と
し
て
、
「加盟国内で操業している産油業者間の出血競争にブレーキをかけること」、つまり原油生産壁の規制を打ち出してい
る。（
Ⅲ
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
’
九
六
五
年
九
月
号
、
三
六
七
ペ
ー
ジ
。
（
Ｅ
）
利
権
料
経
費
計
上
の
問
題
に
関
し
て
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
が
は
じ
め
て
取
り
上
げ
た
の
は
、
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
に
お
け
る
第
四
回
会
議
（
一
九
六
二
年
四月）においてであった。利権料（３百］ご）は元来経費として取扱われておらず、石油会社から利益配分の一部として
産油国に支払われていた。これをＯＰＥＣはコストとして計上することを要求し、利益算出以前に利権料を控除したの
７ 
第９表産油量増加率(％）
ち
に
利
益
の
折
半
方
式
を
適
用
す
る
こ
と
に
な
る
の
だ
か
ら
、
産
油
国
側
の
収
入
は
そ
れ
だ
け
増
加
す
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
も
同
じ
第
四
回
会
議
で
の
決
議
三
三
で
は
利
権
料
率
の
一
律
化
を
も
要
求
し
て
い
る
。
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
に
お
い
て
は
、
利
権
料
は
生
産
税
と
い
わ
れ
、
石
油
お
よ
び
天
然
ガ
ス
生
産
量
に
対
し
井
戸
元
価
格
の
一
六
２
／
３
％
と
定
め
ら
れ
て
い
る
（
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
六
四
年
二
月
号
、
四
八
四
ペ
ー
ジ
）
の
に
対
し
、
中
東
の
利
権
料
は
公
示
価
格
の
一
二
・
五
％
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
現
金
ま
た
は
現
物
の
い
ず
れ
で
支
払
っ
て
も
よ
い
点
で
は
両
方
に
共
通
し
て
い
る
。
利
権
料
の
算
出
方
式
が
こ
の
よ
う
に
違
っ
て
い
る
も
の
を
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
一
律
に
せ
よ
と
要
求
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
の
ち
、
’
九
六
四
年
一
一
月
に
ジ
ャ
カ
ル
タ
で
開
か
れ
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
第
七
回
会
議
に
お
い
て
、
さ
き
の
決
議
三
三
が
議
事
日
程
よ
り
削
除
（
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
六
五
年
一
月
号
、
三
ペ
ー
ジ
参
照
）
さ
れ
た
と
こ
ろ
か
ら
み
る
と
、
利
権
料
の
経
費
計
上
問
題
資料 PPS，1965年９月号，367ページ．
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
試
案
に
よ
れ
ば
、
一
九
六
四
年
の
実
績
を
踏
ま
え
て
一
九
六
五
年
七
月
か
ら
一
九
六
六
年
六
月
ま
で
の
一
カ
年
を
試
行
期
間
と
し
て
、
加
盟
国
に
産
汕
賦
を
配
分
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
が
、
試
案
で
は
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
四
％
か
ら
リ
ビ
ア
の
三
三
％
（
い
ず
れ
も
産
油
量
の
増
加
率
）
ま
で
の
幅
を
も
っ
て
割
当
て
た
も
の
で
あ
る
（
第
９
表
参
照
）
。
と
こ
ろ
が
い
ず
れ
の
国
に
お
い
て
も
、
石
油
生
産
を
担
当
し
て
い
る
の
は
国
際
的
な
石
油
会
社
で
あ
っ
て
、
産
油
国
自
身
で
は
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
石
油
会
社
の
協
力
な
し
に
は
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
試
案
が
実
現
さ
れ
る
見
通
し
は
全
く
な
い
。
そ
れ
も
、
か
っ
て
の
よ
う
な
七
社
か
八
社
の
メ
ジ
ャ
ー
の
み
で
あ
れ
ば
、
そ
の
見
込
み
が
あ
っ
た
か
も
知
れ
な
い
が
、
（川）
いまや一○○社に上る独立会社、国営企業が入り乱れての探鉱、産油に従事し、
４
年
一
月
号
、
三
ペ
ー
ジ
参
照
）
さ
れ
た
と
こ
ろ
か
ら
み
る
と
、
利
権
料
の
経
費
計
上
問
題
は
基
本
的
に
会
社
側
の
譲
歩
に
よ
っ
て
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
と
の
あ
い
だ
で
合
意
に
達
し
た
よ
う
である。
８ 
実Ｗｉ
l963iI： 1961年
試案
1965年
ベネズエラ
インドネシア
クウェート
カタール
サウジアラビア
イラク
イラン
リピア
Ｐ、ＦＤ伝ひ伝●● ●ｃｄ ｌ６６５８５ １ 
２ 
９ ４ １ 
戸Ｄ
Ｐ①Ｐ①ＰＤ 
Ｏ 
ｑ●● ４５１２０７４６ １８ １一 ５０９９ ６３ １３ 
石油危機の政治経済学（下）
販売合戦を展開している事情の下では、生産量規制に関するＯＰＥＣ試案は机上の空論というしかない。生産を他人
に
任
せ
て
お
い
て
そ
の
生
産
を
調
整
し
よ
う
と
い
う
の
は
、
資
本
主
義
社
会
に
お
い
て
は
不
可
能
な
こ
と
で
あ
る
。
生
産
を
担
当
す
る
会
社
は
、
市
場
の
動
向
、
ひ
い
て
は
最
大
限
の
利
益
を
求
め
て
常
に
行
動
す
る
の
で
あ
り
、
産
油
通
の
規
制
は
そ
の
手
段
で
あ
っ
て
目
的
で
は
な
い
。
す
で
に
ふ
れ
た
よ
う
に
、
一
九
五
○
年
代
に
お
け
る
国
有
化
紛
争
の
際
に
み
ら
れ
た
多
く
の
独
立
石
油
会
社
の
進
出
に
よ
っ
て
、
産
油
国
は
メ
ジ
ャ
ー
の
独
占
力
の
一
角
を
切
り
崩
す
こ
と
が
で
き
た
が
、
い
ま
や
そ
れ
が
逆
に
産
油
国
に
と
っ
て
足
伽
に
な
る
と
は
皮
肉
な
も
の
で
あ
る
。
第
７
図
は
、
Ｐ
Ｐ
Ｓ
誌
一
九
六
二
年
一
二
月
号
に
掲
戟
さ
れ
た
メ
ジ
ャ
ー
以
外
の
石
油
会
社
の
海
外
進
出
状
況
で
あ
る
が
、
み
ら
れ
る
よ
う
に
独
立
会
社
は
地
球
上
隈
無
く
石
油
を
求
め
て
進
出
し
て
い
る
の
が
わ
か
る
。
特
に
ア
メ
リ
カ
系
独
立
会
社
は
、
一
九
五
○
年
代
末
か
ら
の
ア
メ
リ
カ
の
石
油
輸
入
量
規
制
政
策
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
世
界
中
で
産
油
業
に
従
事
し
て
お
り
、
そ
こ
で
生
産
し
た
原
油
を
一
定
量
以
外
は
自
国
に
持
ち
込
め
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
こ
れ
を
自
国
以
外
で
売
り
さ
ば
く
し
か
な
い
。
こ
う
し
て
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃのいう「過剰産油能力の無制限な競争的乱用」がひき起こされたともいえるのである。一九六五年一二月中旬、ウ
ィーンで開かれたＯＰＥＣ第一○回会議においては、前回の会議においての産油計画の試案についての実施状況が取
り
上
げ
ら
れ
、
検
討
さ
れ
た
が
、
産
油
量
規
制
問
題
が
い
か
に
困
難
な
計
画
で
あ
る
か
を
印
象
づ
け
た
よ
う
で
あ
る
。
こ
の
問
題
は
、
基
本
的
に
は
産
油
国
の
経
営
参
加
な
い
し
は
全
面
的
な
国
有
化
な
し
に
は
果
た
さ
れ
よ
う
が
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
生
産
の
実
体
を
石
油
会
（旧）
社によって掌握された現状では失敗に終らざるをえない。
両
）
ス
キ
ー
ト
は
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
産
油
量
規
制
問
題
を
評
し
て
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。
「
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
、
価
格
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
た
め
の
（
ｕ
）
詳
細
は
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
デ
ー」を参照されたい。 一
九
六
二
年
一
二
月
号
所
収
の
「
国
際
石
油
事
業
の
様
相
は
一
変
し
た
１
１
海
外
進
出
会
社
は
一
○
○
社
に
上
る
Ｉ
９ 
第７図大手以外の海外探鉱・産油会 。■■■■■■■■■■■■■■。■■■■■■目目聖朋配配ⅢⅢⅢ
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■
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ⅧⅢⅡⅢ淵ⅧⅧⅧⅢⅢ川棚
■■■■｜■■■■■■■■■■■■■ ’ ''６ｍ ’ 
注：表中の番号はつぎの側または地域をあらわす．
1.カリプ海域(コロンビア，ベネズエラを含む)，２.その他ラテン・アメリカ，３.カ
ナダ，４.ペルシア湾(イランを含む)，５.その他中東，６.アルジェリア領サハラ，７．
リビア，８.その他アフリカ，９.パキスタンおよび東南アジア，１０オーストラリア，
11．ヨーロッパ．
資料：PPS，1962年１２)１号，５１３ページ．
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アメリカ フランス
Amerada ● ● ● ● ● ● IlRlD ● ● ● 
Atlantic ● ● ● ● ● ＲＡＩ》 ● ● 
CitiesServicc ● ● ● ● ● ● ＣＯI〕ＡＲＥＸ ● ● 
ColUtiI1elltal ● ● ● ● ● ● ● ● ● ＥＵＦＲＡＲＥＩ） ● ● 
Ｗ・Ｉ(.（Brace
ＭａｇｅｌＩａｍ 
● 
● ● 
●一 ｜● ● 
Oiull)ilImFr． 
イタリン
● 
MaraiI1oll ● ● ● ● ● ● ● ＥＮＩ ● ● ● ● 
Mecom ● ● Ａus(〕 ● ● 
urphy ● ● ● ● ● べ ﾚギー
l〕ａｎAmerican ● ● ● ● ● ● ● ● PＧ ｢⑪lillil ● ● ● 
I)lDiⅡiｐｓ ● ● ● ● ● ● ● ● ドイツ
Ｐｕｒｅ ● ● ● ● ＤＥＡ ● ● ● ● 
RichfieId ● ● ● l)eilmallI】 ● ● ● 
Ｓｉｇｎａｌ ● ● ● ● IZ1weratIl ● ● ● ● ● ● 
SiI1cI ● ● ● ● ● CelsellI)erK ● 
S・ｏｆＯｈｉｏ ● ● ● ● ● ljreussag ● ● 
Ｓ１Ⅱ１ ● ● ● ● Schachtbilu ● ● 
SunrayMid-CoIDt． ● ● ● WiIlIersh【lⅡ ● ● ● ● ● 
Superior ● ● ● ● 日本
TellI1esseeGas 
Tidewater 
● 
● ● ● 
● 
● ● ● 
アラビア｛jＭｌ
北スマトラ石油1111発
● 
● 
Uniol1ofCaIif． ● ● ● 
石油危機の政治経済学（下）
３
、
一
九
六
○
年
代
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
構
造
ところで、ここで一九六○年代におけるエネルギー需要をみておかなければならない。先進国のエネルギー需要は
際
立
っ
て
高
か
っ
た
が
、
そ
れ
は
経
済
成
長
率
を
凌
駕
し
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
一
九
六
○
年
か
ら
七
○
年
の
一
○
年
間
に
お
い
て
、
西
（脇）
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
経
済
成
長
の
年
率
平
均
四
・
八
％
に
対
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
年
率
平
均
は
五
・
五
％
、
北
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
一
別
（〃）
（旧）
者
の
四
・
一
％
に
対
し
て
後
者
は
四
・
五
％
、
日
本
の
場
〈
口
に
は
一
一
％
に
対
し
て
一
一
・
九
％
と
、
先
進
国
は
軒
並
み
Ｇ
Ｎ
Ｐ
の
伸
び
率
を
上
回
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
伸
び
率
を
示
し
た
。
こ
う
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
増
加
の
大
部
分
を
賄
っ
た
の
が
液
体
燃
料
（
石
油
）
で
あ
る
こ
と
は
第
皿
表
か
ら
明
白
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
世
界
の
第
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
は
一
九
六
○
年
か
ら
七
○
年
ま
で
の
一
○
年
間
に
平
均
四
・
九
％
の
年
率
で
伸
び
た
が
、
そ
の
内
訳
を
み
る
と
、
こ
の
一
○
年
間
で
そ
の
需
要
構
造
が
一
変
し
た
こ
と
が
わ
か
る
。
世
界
の
第
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
な
か
で
、
一
九
六
○
年
に
は
固
体
燃
料
（
石
炭
）
が
二
分
の
一
強
を
占
め
、
液
体
燃
料
は
三
分
の
一
に
す
ぎ
な
か
っ
た
が
、
一
九
七
○
年
に
は
そ
の
地
位
が
逆
転
し
、
液
体
燃
料
が
四
四
％
を
占
め
る
に
ま
で
い
た
っ
て
い
る
。
西
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
。
日
本
に
お
い
て
は
か
な
り
ド
ラ
ス
テ
ィ
ッ
ク
な
需
要
構
造
の
転
換
が
み
ら
れ
、
西
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
お
い
て
は
、
固
体
燃
料
の
一
九
六
○
年
に
お
い
て
第
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
に
占
め
る
比
率
六
一
％
が
七
○
年
に
は
三
○
％
を
下
回
り
、
し
か
も
絶
対
量
に
お
い
て
も
年
率
二
％
の
割
合
で
減
少
し
て
い
る
一
方
、
他
方
で
は
液
体
燃
料
は
同
期
間
に
三
三
％
か
ら
六
○
％
、
年
率
に
し
て
一
二
％
の
増
大
で
あ
り
、
絶
対
量
に
お
い
て
も
三
倍
を
超
え
る
伸
び
で
あ
っ
た
。
日
本
に
お
い
て
も
同
じ
傾
向
が
み
ら
れ
、
特
に
液
体
燃
料
の
増
加
は
年
率
平
均
二
○
％
近
く
、
そ
の
結
果
第
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
占
め
る
液
体
燃
料
の
比
率
は
七
○
年
に
七
二
％
と
な
っ
て
い
る
。
固
体
・
液
体
・
気
体
燃
料
の
切り札としての生産規制計画に関する考え方を統一するために多大の時間とエネルギーを費やした」。しかし、それは
「なんの実際的な意義も効果もないもの」であった（閂・の岸の①玩び区・邦訳、五三’五五ページ）。
1１ 
第10表世界の第１次エネルギー需要（単位：石油換算100万トン）
‘100.0 
[iii■ 
厄
|雷Ｔｌｌｌ －」Ｌ４ｌ 耐ⅧⅧ池「Ⅷ |，00.01 ,12.1, |iii！ 
資料：OIZCD,｣Ｗｌｌ１Ｏﾉノノビ⑪oﾚﾌﾞ,１９ｍ鈴木両平訳「YjiIIl
ヤモンド社，４７ページ．
現状と鵬望」1973年，ダイ
い
ず
れ
も
豊
富
に
存
在
す
る
北
ア
メ
リ
カ
で
は
、
西
欧
や
日
本
と
は
や
や
傾
向
が
違
い
、
気
体
燃
料
（
天
然
ガ
ス
）
の
比
率
の
増
加
が
い
ち
じ
る
し
い
。
固
体
燃
料
、
液
体
燃
料
い
ず
れ
も
第
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
占
め
る
比
率
を
低
下
さ
せ
て
は
い
る
が
、
ご
く
わ
ず
か
で
あ
り
、
西
欧
・
日本にはみられないほど、
北
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
こ
れ
ら
三
者
の
燃
料
の
バ
ラ
ン
ス
が
と
れ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
原
子
力
も
一
九
六
○
年
代
半
ば
ご
ろ
よ
り
こ
れ
ら
先
進
国
で
利
用
さ
れ
始
め
た
が
、
絶
対
的
に
も
相
対
的
に
も
大
し
た
量
で
は
な
い
。
1２ 
1960年 1965年 1970年 平均年1M1(【'1ぴ率６０/7０
ＯＥＣI）ヨーロッパ
固体燃料
液体燃料
気体燃料
水ﾉJ･原子力･地熱
612 
375 
199 
11 
27 
％ 
０３６８ ，Ｌ２Ｌ ００３ １ 
３ ● ４ 
794 
355 
381 
1９ 
３９ 
％ 
100.0 
.Ｍ,7 
.18.0 
2..1 
4.９ 
１６０ ４０２ ０３６ ７ １ 
０５ ７４ 
％ 
０４６７３ ０●●●● ０９９６４ ０２５ １ ５００３２ ■■■■■ ５２２０５ ’１２ 
北アメリカ
固体燃料
液体燃料
気体燃料
水力･原子力･地熱
138 
266 
５１１ 
３３１ 
3０ 
1００．０ 
23..1 
44.9 
29.1 
2.6 
1,377 
315 
600 
$125 
3７ ０９５９７ ０●●●● ０２３０２ ０２４３ １ ３２３８ ６５６９ ７３７５ ０ １ ０ ５ ００３９８ ●●●■■ ００３３２ ０２４３ １ ５８１１２ ■●●●● Ｉ２４６５ 
日本
固体燃料
液体燃料
気体燃料
水力･原子力･地熱
６７１ ８４３ 
１７ 
100.0 
51.8 
361 
1.0 
7.8 
145 
4９ 
８５ 
２ 
９ 
100.0 
31.0 
58.6 
I．`１ 
６，０ 
266 
６２ 
１９０ 
４ 
1０ ０３７４６ ●Ｃ●□■ ０３１１３ ０２７ １ ９７７２８ ●●●■● １２９５３ １１１ 
世界のその他の地域
固体燃料
液体燃料
気体燃料
水力･原子力･地熱 ２２４４２ ２６７７１ ２８２ ０ １ ０５Ｉ Ｄ■● ００２ ０７２ １ １０ □● ６Ｉ 1.452 865 393 173 2１ ０６１９４ ●●◆●■ ０９７１１ ０５２１ １ ６８７１０ ４７８５３ ８９５２ ００８６６ ●●●●● ０３１３１ ０５３１ １ ２３９０ｌ ●■●●● ４１７３９ １ 
世界
固体燃料
液体燃料
気体燃料
水力･原子力･地熱
８０５ ５５１ ０５０ ●。●〃■３１１ 
７６ １７ １ ０７２６５ 白●●①●００３３２ ０５３１ １ ８４９９ ６８５１ ７５４６ ，９７ ３１１ ６ ０ １ ０１７４８ ●●ロ●ら０２８６２ ０４３１ １ ６８０ １９６ ９６ｌ ●▽●。■４１２ 、』Ｐ①？』句００〉●１ ０６０８７ ●□。●●０１３８２ ０３１１ １ ９９８３９ ０●◆■● 、４、〉【Ｉ、５Ｐひ
石油危機の政治経済学（下）
第11表石油最終消費量（単位：100万トン）
（２）非エネルギー使用分は産業のなかに含まれる．
資料：OECD,Ｅ""ＺｙＢＭ７"C［iSq／ＯＥ℃I）ＣＯﾉｨ"ｲｸ“Ｉ,”-1985)１”ス
一九六○年代における「エネルギー革命」は、以
上のように石油を主役としてひき起こされたもので
あり、かって長い期間にわたってエネルギーの主要
な担い手であり続けた石炭は後退を余儀なくされる
にいたった。この結果、石油の最終消費量はＯＥＣ
Ｄ計で一九六六年には一○億トンを突破し、七二年
現在約一五億トンに達しており（第、表参照）、年
率平均はこの一三年間で九・二％の増加を示してい
る。その内訳は一九七一一年において産業用三二・八
％、運輸用四三・○％、その他一一四・二％となって
おり、この比率は六○年以来大きな変化がみられて
いない。ＯＥＣＤ全体の傾向といちじるしく相違し
（皿）○団ＣＤ・Ｚの尋○一一内の。。Ｈ【・○】一’日ロの勺「の⑰の貝
の冒昌○二ｍ己厚ＢＨの刃・召のｇの》巳国鈴木両平
訳「石油現状と展望』一九七三年、ダイヤモ
ンド社、一六ページ。
（Ⅳ）ｏｐＯｐ旨回・邦訳二四ページ。
（旧）○両○口旨□・邦訳三二ページ。
1３ 
1960年 1962 1９ 1966 1968 1970 1972 
ＯＥＣＤ 
産業
運轍
その他
666 
200 
318 
148 
762 
235 
354 
173 
891 
3(10 
397 
194 
1,021 
351 
4010 
229 
1，１７０ 
393 
508 
268 （ひｎｕｎＵ０Ｊ？』戸ゆく０．１へ』ＪローひつＪｐ ｌ 1,461 479 628 ３ 
産業
運輪
その他 １１２９ ３５Ｆ、２１ 175 69 61 43 227 9４ ７６ ５８ 280 116 8９ ７５ ５７３４ ３３０９ ３１１ 413 175 117 122 456 177 133 145 
アメリカ
産業
運輪
その他
437 
117 
227 
9２ 
466 
124 
24`Ｉ 
9７ 
508 
149 
265 
9５ 
546 
160 
285 
101 
594 
162 
325 
107 
624 
153 
352 
118 
680 
167 
393 
121 
日本
産業
運輪
その他 １０７３ ２１ ４８０６ ３１１ １８４８ ５２１ ２０８４ ７４１１ 100 5５ ２５ ２０ ０５１５ ３７３２ １ 152 8５ ３６ ３１ 
注：（１）１０万トン以下を四捨五入したため，計とは必ずしも一致しなし 】 ０ 
第１２表生産量１バレル当りの石油探鉱・開発投資額（単位：ドルノパレル）
il:：探鉱・開発投資額(生産部''１役ihi＋探鉱支出)をその年の生産）I(で除したｂの゛
fT料：石油連盟調査室委貝会原１，１，グループ編「石油産業論」l968iIZ，、I〔洋経済新報社，
６７ページ．
ているのは日本とアメリカの場合であって、日本においては、石油
最終消費量のなかで産業部門が占める割合は突出して高く、一九六
六年以降五五％を超えているし、またエネルギー最終需要のなかで
石油需要の占める比率は六○年に三五％であったものが、七○年に
（旧）
は六一二％に増大したことは、この間石炭を抜いて石油がエネルギー
の主流をなすにいたったことを物語る。アメリカの場合、日本とは
対照的に運輸部門が非常に高いシェアを占め、一九六○年以来五二
％で推移した比率は六八年五五％、七○年五六％、七二年五八％に
達しているが、産業部門はそのシェアからいえば日本の二分の一以
下である。
（Ⅲ）○何，○・首Ｑ・邦訳三三ページ。なお、エネルギーの岐終澗澱部
門とは、「第一次および第二次エネルギー形態の股終需要者をさ
す。最終需要者とは、たとえば、工業、農業および家庭部門など
である。第一次および第二次エネルギー形態には、石炭、コーク
ス、液体燃料および電力その他が含まれる。」（○両ｎ口ごｇ邦訳
一七ページ）
アメリカ カナダ ベネズエラ アフリカ IIl束 極東
l956fl2 
'957 
1958 
1959 
1960 
196I 
I962 
1963 
I9M 
I965 （５０〈ＵＦ①０》勺１０１Ｉで｛わ⑥①０〉、Ｕ可ｌ【ｌ（ｂＦＤ（ｉ一‘Ｏ〔ＤＰ０の００●●●Ｃ●■■Ｉ２１１１１１１１１ ０１０８３０８０１１ ９０５６５２６９０３ ●●の■■●●■●●２２２２２２１１１２ １５８１５７－０｜⑪３５ ８９５４２１１１１１ ●●●■■凸●Ｃ●■００００００００００ ５９０７６３６０１５ ８７０３８９５９７５ ■ＢＧ■■◆●●●０ ８０１０４２１０００ １１１ ６７１９←①←ひ３７７４１１２１１１１００ｌ □●●●●ＯＳｐ●Ｃ Ｏ０００００００００ 。〉句１，５〈Ｕｎｄ？］ＦＤへ０町》Ｒｕ万ＩｎＵＲｕ【ｌ〈ＵＦＯｌＤ【Ｉｑ）Ｒ）●００●●●己●●●０１００００００００ 
ＪＩＬ均 1．７２ 2．２７ I).３５ Ｌ5２ ０．１４ 0．７８ 
石油危機の政治経済学（下）
一
九
六
○
年
代
の
以
上
の
よ
う
な
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
革
命
」
と
い
わ
れ
る
石
油
と
石
炭
の
劇
的
な
地
位
の
変
換
は
、
一
般
的
に
は
先
進
国
（、）
における「石油多消費型生産力の展開とアメリカ的生活様式の塗曰及、深化」にもとづくものとされる。しかしその不
可
欠
な
前
提
条
件
を
な
し
た
も
の
は
、
い
う
ま
で
も
な
く
低
廉
な
、
し
か
も
持
続
的
な
大
越
の
石
油
供
給
で
あ
っ
た
。
第
、
表
に
よ
れ
ば
、
一
九
五
○
年
代
後
半
に
一
○
ド
ル
以
上
も
し
て
い
た
ア
フ
リ
カ
の
バ
レ
ル
当
り
の
探
鉱
・
開
発
投
資
額
は
、
六
五
年
に
は
約
二
○
分
の
一
の
五
五
セ
ン
ト
に
ま
で
低
下
し
て
い
る
し
、
石
油
埋
蔵
趣
が
世
界
の
六
○
％
を
超
え
る
中
東
に
お
い
て
は
、
探
鉱
・
開
発
投
資
額
に
比
し
て
大
量
の
石
油
が
産
出
で
き
た
た
め
に
、
一
バ
レ
ル
当
り
の
そ
れ
は
わ
ず
か
一
四
セ
ン
ト
で
あ
り
、
こ
れ
は
カ
ナ
ダ
の
一
九
五
六
’
六
五
年
平
均
二
・
二
七
ド
ル
の
一
六
の
一
以
下
に
す
ぎ
な
い
。
こ
の
よ
う
に
、
豊
寓
な
埋
蔵
戯
を
誇
る
中
東
に
お
け
る
大
載
の
産
出
鉦
に
比
例
し
て
生
産
コ
ス
ト
が
押
し
下
げ
ら
れ
、
こ
れ
に
伴
っ
て
石
油
の
実
勢
価
格
も
下
落
す
る
傾
向
に
あ
っ
て
、
｜
バ
レ
ル
一
ド
ル
と
い
わ
れ
る
時
代
を
現
出
す
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
い
う
ま
で
も
な
く
、
コ
ス
ト
低
減
が
価
格
低
落
に
画
結
す
る
の
は
一
面
の
真
理
を
い
っ
て
い
る
に
す
ぎ
ず
、
勿
論
こ
れ
に
原
油
市
場
の
需
給
関
係
を
加
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
ま
で
も
指
摘
し
て
き
た
よ
う
に
、
一
九
六
○
年
代
に
お
け
る
原
油
実
勢
価
格
の
低
落
傾
向
は
、
「
過
剰
産
油
能
力
」
の
存
在
を
反
映
す
る
も
の
で
あ
り
、
第
８
図
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
六
○
年
代
の
世
界
の
原
油
生
産
量
は
絶
え
ず
消
費
量
を
上
回
っ
て
推
移
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
当
然
の
帰
結
が
原
油
市
況
の
軟
化
と
な
っ
て
現
れ
て
い
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
こ
う
し
た
石
油
価
格
の
低
位
安
定
こ
そ
、
先
進
国
の
資
本
蓄
械
の
持
続
的
拡
大
を
可
能
とし、「石油多消費型生産力」と「アメリカ的生活様式」の受容の必須条件をなす。
（
卯
）
館
山
豊
「
資
源
問
題
」
（
馬
場
宏
二
編
「
シ
リ
ー
ズ
世
界
経
済
Ｉ
国
際
的
連
関
」
一
九
八
六
年
、
お
茶
の
水
書
房
、
所
収
）
三
一
○
ペ
ー
ジ
．
厳
喧
伊
藤
誠
氏
も
、
同
様
の
指
摘
を
さ
れ
て
い
る
（
同
氏
「
現
代
の
資
本
主
義
ｌ
そ
の
綴
流
危
機
の
珊
論
と
現
状
Ｉ
」
一
九
ハ｜年、新地書房、一五八ページ）。
1５ 
第８図世界の原油生産Ⅲと消費量（4ｔ位：１．０００バレル/日）
6０，０００ 
OPC●－９－.● け
50.000 夕
生産jl-→
40.000 
｢け'`←－NliYliiiIE D 
30,000 
夕
グ
2０，０００ 
０ 
１９６０６１６２６３６`’６５６６６７６８６９７０７１７２７３７４ 年資料：ＢＰ，ａＪｗ/ＭＭ'ＦＤ"ｌＵｑ//ｈｃｌ００ｗＤ//かＩめ⑬ﾉﾉ汎各年版。
1６ 
石油危機の政治経済学（下）
４
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
新
た
な
石
油
政
策
戦
後
資
本
主
義
の
高
度
成
長
を
エ
ネ
ル
ギ
ー
面
で
支
え
た
重
要
な
前
提
条
件
と
し
て
の
石
油
価
格
の
低
位
安
定
に
対
し
て
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
一
九
六
○
年
代
後
半
に
お
い
て
ど
ん
な
対
応
策
を
講
じ
て
い
っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
勿
論
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
原
油
の
実
勢
価
格
は
一
九
六
○
年
代
を
通
じ
て
一
貫
し
て
低
落
傾
向
を
示
し
て
い
た
（
第
４
図
参
照
）
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
公
示
価
格
が
一
定
水
準
に維持されていたという事実は、メジャーの価格調整力が弱化しつつあることを意味するが、したがってＯＰＥＣも、
カルテルとしてのメジャーの対極にみずからのカルテルを対時させることによって、メジャーの支配力を一歩一歩剥
奪
し
て
い
こ
う
と
い
う
戦
略
を
展
開
さ
せ
て
い
く
こ
と
に
な
る
。
そ
の
一
つ
が
さ
き
に
述
べ
た
産
油
計
画
で
あ
っ
た
の
だ
が
、
そ
れ
は
失
敗
に
終
る
。
一
九
六
六
年
四
月
下
旬
に
開
か
れ
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
第
一
一
回
会
議
に
お
い
て
も
、
産
油
計
画
が
二
年
目
（
一
九
六
六
’
六
七
年）に入ることが確認されたが、計画と実績のギャップが大きくて思うように計画が進展しなかったようである。す
な
わ
ち
、
第
二
回
会
議
で
の
決
議
は
そ
の
こ
と
を
表
明
し
た
も
の
で
あ
る
。
「
本
会
議
は
、
一
定
の
加
盟
国
の
産
油
並
水
準
に
関
す
る
事務総長の報告を聴取したるにより、それらの加盟国の不満足な産油増加率は、それら原油の国際市場における販路
の欠如に起因するものではないと思考するにより、さらに関係石油会社のこのような産油量の人為的操作は、その国
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
イ
ン
タ
レ
ス
ト
に
反
す
る
と
思
考
す
る
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
決
議
す
る
ｌ
す
な
わ
ち
、
蝋
各
国
は
こ
う
し
た
事態に無関心でありえない以上、一九六六年中に増産率が満足すべき水準にまで改善されない場合には、正当なナシ
（皿）
ヨナル・インタレストを防衛するその国の努力に対して、ＯＰＥＣ全加盟国は全面的な支持を与軍えるものとする。」
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
加
盟
国
の
「
不
満
足
な
産
油
増
加
率
」
は
、
石
油
市
場
に
お
け
る
「
販
路
の
欠
如
」
に
あ
る
の
で
は
な
く
、
石
油
会
社
に
よ
る
「産油鉱の人為的操作」にあるとし、一九六六年中における増産率が「満足すべき水準」に改善されないときには、
1７ 
第１３表ＯＰＥＣ鯖国の産油量（単位：1,000トン）
注：（１）1965年７)1-1966年６月の１カ年Ⅱ１１を，そ』l以前の１カ年と比較．
（２）中立地帯での産油胱の半分を含む．
資料：PPS，１９６６年２月号，４７ページ．
第Ｂ表は、ＯＰＥＣが第一○回会議での検討川に作成した、一九六
五年七月から六六年六月にいたる一カ年の産油計画を石油会社から提
出された資料にもとづいて弾き出したもので、年度途中
の六五年下半
期の実績を前年同期と比較し、さらにそれを計画増加率と対照してい
る。これによればＯＰＥＣ平均で、計画増加率は一○％であるが、実
緬
は
六
・
一
％
で
、
大
幅
に
計
画
率
を
下
回
っ
て
い
る
。
リ
ビ
ア
を
除
け
ば
、
Ｏ
ＰＥＣ加胴国はいずれも実績の方が低率であり、産油計画なるものが
い
か
に
困
難
な
も
の
で
あ
る
か
を
物
語
っ
て
い
る
。
「
過
剰
産
油
能
力
の
無
制
限
な競争的乱川」が石油価格の値崩れをもたらす元凶であり、それを規
制
す
る
こ
と
に
産
油
計
画
の
有
効
性
が
あ
る
と
い
う
点
か
ら
い
え
ば
、
こ
う
し
た
計画増加率を下回る形での実績とのギャップはむしろＯＰＥＣにとっ
て
歓
迎
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。
と
こ
ろ
が
第
二
回
会
議
で
の
決
議
で
表
明
されたように、ＯＰＥＣは産油増加率に「不満足」であり、それは石
油会社の「産油量の人為的操作」にもとづくものと極め付けているの
全
加
盟
国
が
一
致
し
て
対
処
す
る
こ
と
を
表
明
し
た
も
の
で
あ
る
。
（皿）ＰＰＳ、一九六六年七月号、二六七ページ。
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'9０１１１２ 1965年 (％） (％） 
クウェート (⑰） 
サウジアラビア(2)
イ
イ
フン
ラク
カタール
ペネズエラ
リビア
インドネシア ００００００００ ８９６５５７２７ ０７戸。３１７３５１９｜、０ワ■｝０９●■８０３１５０３２ 戸ひＰ⑪０３８２Ｉ ｎＵｎＵｎＵｎＵｎＵ ｎＵｎ〉ＯｎＵ八Ｊ（⑪⑪５句』Ｐ⑪２■ワ０．Ｂ’。■■７３０２５ ５５５３ ０００ ７０５ ７３２ □●ＯＱ ｌ０２ ９３Ｉ －０．８ ＋5.9 ＋1５．５ ＋3.7 ＋1.6 ＋2.2 ＋３０．０ －２．５ ５０５００３００ ■０口■●●●●６２７０２３００ ＋佃刊刊偲十佃仙
合計 3Ｍ,５９０ 333,750 ＋６．１ ＋10.0 
石油危機の政治綴済学（下）
以
上
の
よ
う
に
、
産
油
計
画
に
つ
い
て
は
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
内
部
で
す
ら
合
意
が
え
ら
れ
ず
、
そ
の
ま
ま
椎
移
し
た
よ
う
で
あ
る
が
、
一
九
六
八
年
六
月
下
旬
、
ウ
ィ
ー
ン
で
開
か
れ
た
第
一
六
回
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
会
議
に
お
い
て
、
「
加
盟
諸
国
の
打
汕
政
策
に
関
す
る
声
明
」
が
発
表
さ
れ
、
従
来
論
議
さ
れ
て
き
た
産
油
計
画
と
は
次
元
の
異
な
る
石
油
政
策
が
打
ち
出
さ
れ
た
。
そ
の
な
か
の
一
部
「
開
発
方
式
」
に
関
し
て
の
決
議
は
次
の
通
り
で
あ
る
。
二
、
加
盟
諸
国
政
府
は
、
自
国
の
炭
化
水
素
資
源
の
探
鉱
と
開
発
を
可
能
な
か
ぎ
り
直
接
自
力
で
行
う
よ
う
努
力
す
る
。
こ
の
直
接
開
発
に
要
す
る
資
本
、
専
門
家
お
よ
び
販
路
の
開
拓
に
は
、
必
要
な
場
合
に
は
商
業
ベ
ー
ス
に
も
と
づ
い
て
向
囚
外
の
源
泉
か
ら
袖
充
し
て
も
よ
い
。
二
、
し
か
し
も
し
加
盟
国
政
府
が
直
接
自
力
で
炭
化
水
素
資
源
を
開
発
で
き
な
い
場
合
に
は
、
で
あ
る
。
石
油
会
社
は
石
油
市
況
の
動
き
を
み
な
が
ら
最
大
限
の
利
益
を
求
め
て
行
動
す
る
の
で
あ
り
、
「
産
油
量
の
人
為
的
操
作
」
も
一
義
的
に
は
そ
れ
に
か
か
わ
る
問
題
で
あ
る
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
石
油
の
実
勢
価
格
の
下
落
傾
向
に
歯
止
め
を
か
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
は
、
産
油
国
と
し
て
の
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
が
石
油
市
場
を
独
占
的
に
支
配
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
。
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
に
未
加
盟
の
産
油
国
が
あ
り
、
さ
ら
に
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
内
で
産
油
業
に
携
わ
る
メ
ジ
ャ
ー
、
独
立
会
社
、
国
営
企
業
が
あ
っ
て
、
最
大
の
利
益
を
求
め
て
相
互
に
競
争
し
て
い
る
状
況
の
下
で
は
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
思
惑
の
み
で
産
油
規
制
に
も
と
づ
く
石
油
価
格
の
回
復
を
図
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
ろ
う
。
も
と
も
と
、
共
同
産
油
計
画
に
つ
い
て
は
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
内
に
お
い
て
足
並
み
が
揃
わ
な
か
っ
た
よ
う
で
あ
り
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
は
当
初
か
ら
疑
念
を
も
っ
て
い
た
。
そ
の
理
由
は
、
第
一
に
は
産
油
杜
を
割
当
て
る
場
合
の
基
準
を
ど
う
設
定
す
る
か
、
第
二
に
（蛇）
は
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
が
「
外
部
」
供
給
源
の
産
汕
駄
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
る
か
、
の
問
題
に
あ
っ
た
と
さ
れ
る
。
こ
う
し
て
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
共
同
産
油
割
当
計
画
は
少
な
く
と
も
一
九
六
○
年
代
に
お
い
て
は
破
綻
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
（
犯
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
六
六
年
七
月
号
、
三
六
ハ
ペ
ー
ジ
。
９ 
自
国
外
の
操
業
会
社
と
各
種
の
契
約
を
結
ん
で
も
よ
い
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら
の
契
約
は
自
国
の
法
律
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
、
し
か
も
こ
こ
に
お
け
る
諸
原
則
に
従
う
べ
き
で
あ
り
、
自
国
外
の
操
業
会
社
に
は
、
リ
ス
ク
を
考
慮
し
て
妥
当
な
報
酬
を
支
払
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
種
の
協
定
を
結
ぶ
際
は
、
産
油
国
政
府
は
操
業
の
全
分
野
に
わ
た
り
、
可
能
な
か
ぎ
り
最
大
の
企
業
参
加
権
と
統
制
権
と
を
確
保
す
る
よ
う
努
力
す
べ
き
で
あ
る
。
三
、
い
か
な
る
場
合
に
も
、
こ
れ
ら
の
契
約
の
諸
条
項
と
諸
条
件
は
、
あ
ら
か
じ
め
定
め
た
期
間
ご
と
に
、
怖
勢
の
変
化
に
対
応
し
た
改
訂
を
加
え
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
よ
う
な
悩
勢
の
変
化
が
あ
れ
ば
、
既
存
の
利
権
協
定
も
改
訂
し
な
け
れ
ば
な
（郷）
らない。」石油会社と産油国間の従来までの利権協定には全くみられなかった上記の「開発方式」は、要するに石油
の
探
鉱
と
開
発
を
産
油
国
が
み
ず
か
ら
行
お
う
と
い
う
も
の
で
、
石
油
会
社
主
導
で
行
わ
れ
て
き
た
石
油
資
源
の
開
発
方
式
を
全
く
否
定
（別）
する立場を鮮明にしたものである。「開発方式」と並んで公表された「企業参加と利権鉱区の返還」に関する決議で
は
、
「
現
行
石
油
協
定
の
も
と
で
、
鉱
区
保
有
会
社
に
対
す
る
産
油
国
政
府
の
企
業
参
加
を
規
定
し
た
条
項
が
な
い
場
合
に
は
、
政
府
は
情
勢
変
化
の
原
則
に
も
と
づ
い
て
妥
当
な
程
度
の
企
業
参
加
を
行
う
」
も
の
と
し
、
「
現
行
利
権
地
域
を
漸
進
的
か
つ
従
来
よ
り
急
速
に
返還させる計画を実施しなければならない」とする。「公示価格あるいは課税基準価格」については、「協定はすべて、
そ
の
協
定
の
下
に
生
産
さ
れ
た
炭
化
水
素
に
対
す
る
公
示
価
格
あ
る
い
は
課
税
基
準
価
格
を
基
地
と
し
て
、
操
業
会
社
の
収
益
、
お
よ
び
産
油
国
に
対
す
る
税
金
そ
の
他
の
支
払
い
額
を
算
定
す
る
こ
と
を
要
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
価
格
は
政
府
が
決
定
す
べ
き
で
あ
り
、
国
際
的
に
取
引
さ
れ
る
製
造
品
の
価
格
と
関
連
づ
け
て
、
そ
の
動
き
か
ら
離
脱
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
定
め
る
も
の
と
す
る
。
」
さ
らに「再交渉条項」に関しては、「操業会社に対し財政的安定に関してどういう保証があたえられていようとも、操
業会社には税引後なお過大な利益を取得するような権利はない。現にかかる過大な利益をあたえているような財政条
項は、再交渉の対象とすべきである。……ここにいう過大な利益とは、操業会社が必要な企業リスクを進んで引受け
る
と
想
定
さ
れ
る
純
益
の
水
準
に
く
ら
べ
て
、
税
引
後
の
純
益
で
い
ち
じ
る
し
く
過
大
な
も
の
を
意
味
す
る
」
と
。
向
力
に
よ
る
開
発
力
2０ 
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式
と
共
に
、
利
権
鉱
区
へ
の
企
業
参
加
と
そ
の
返
還
、
先
進
国
の
工
業
製
品
の
動
き
に
リ
ン
ク
す
る
公
示
価
格
な
い
し
課
税
基
準
価
格
の
産
油
国
に
よ
る
決
定
な
ど
、
一
九
七
○
年
代
以
降
の
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
に
よ
る
石
油
戦
略
発
動
へ
の
伏
線
が
敷
か
れ
た
と
い
う
点
で
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
（あ）
第
一
六
回
会
議
は
画
期
的
な
提
哨
を
な
し
て
い
る
。
産
油
計
画
に
つ
い
て
は
、
こ
の
会
議
で
は
全
く
ふ
れ
ら
れ
な
か
っ
た
と
い
う
が
、
以
上のような石油戦略の展望を欠いた産油計画は、到底実のあるものとはなりえなかったからだと思われる。
（
妬
）
産
油
割
当
計
画
は
、
こ
の
の
ち
一
九
七
○
年
六
月
下
旬
、
ア
ル
ジ
ェ
に
お
い
て
開
催
さ
れ
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
第
二
○
回
会
議
で
再
び
決
議
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
そ
の
内
容
は
、
．
、
経
済
委
員
会
の
勧
告
に
も
と
づ
き
、
一
九
七
一
’
七
五
年
間
に
お
け
る
世
界
需
要
の
推
定
増
加
麺
に対応し、かつＯＰＥＣ地域からの生産の合理的増大を日的とする産油計画を採択すること、そして二、事務総長およ
び経済委員会に対し、般終決定が予定されている次回会議まで、前記計画の研究を続行することを命じる。このため、
加
盟
諸
国
は
、
三
カ
月
以
内
に
経
済
委
員
会
お
よ
び
事
務
総
長
あ
て
、
本
決
議
の
目
的
達
成
に
必
要
な
い
っ
さ
い
の
情
報
を
提
出
す
る
こ
と。」（ＰＰＳ、一九七○年九月号、三一九ページ）となっている。ＯＰＥＣ地域における「生産の合理的噌大を目的と
す
る
産
油
計
画
」
な
る
も
の
は
．
九
七
一
’
七
五
年
間
に
お
け
る
世
界
需
要
の
推
定
墹
加
壮
に
対
応
」
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
一
九
六
○
年
代
に
お
け
る
原
油
実
勢
価
絡
の
低
落
が
そ
の
公
示
価
絡
引
上
げ
の
障
齊
に
な
っ
て
い
る
と
い
う
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
判断の埜礎には、「余剰産油能力の無制限な競争的乱川」という認識があったことについてはすでに述べた通りである。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
場
合
で
も
、
「
無
制
限
な
競
争
的
乱
川
」
を
産
油
計
画
に
よ
っ
て
排
除
な
い
し
は
規
制
し
う
る
と
考
え
て
い
た
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
が
、
両
者
が
無
媒
介
的
な
次
元
で
問
題
に
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
に
、
依
然
と
し
て
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
産
油
計
画
な
る
も
の
の
笑
（泌）ＰＰＳ、一九六八年ハ何号、三一一二ページ。
（別）この「開発方式」のもつ意義については、ＰＰＳ、一九六八年八月号所収「ＯＰＥＣの新しい回標」で論評している
の
で
、
参
照
さ
れ
た
い
。
明
ら
か
で
あ
る
が
、
両
者
が
吋
効性が疑われるのである。
2１ 
いわゆる六日間戦争といわれるアラブ諸国とイスラエル間の第三次中東戦争は、一九六七年六月初句に勃発したが、
そ
れ
に
伴
っ
て
直
ち
に
エ
ジ
プ
ト
は
ス
エ
ズ
運
河
を
封
鎖
し
、
さ
ら
に
ペ
ル
シ
ア
湾
か
ら
束
地
中
海
に
い
た
る
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
が
遮
断
さ
れ
た
た
め
、
一
九
五
○
年
代
後
半
の
ス
エ
ズ
国
有
化
を
め
ぐ
る
紛
争
時
と
同
様
、
主
と
し
て
そ
れ
ら
を
経
由
し
て
中
東
原
油
の
供
給
を
受
け
て
い
た
西
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
は
、
再
び
一
大
危
機
に
直
面
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
さ
ら
に
全
ア
ラ
ブ
産
油
国
は
米
英
（
の
ち
西
独
も
加
わ
（１） 
る）向け石油の鉢不輸措置をも講じた。これらのなかで最大の問題はスエズ運河の封鎖であって、その航行不能の事態
に
陥
っ
て
、
ペ
ル
シ
ア
湾
か
ら
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
向
け
原
油
輸
送
は
す
べ
て
ア
フ
リ
カ
南
端
を
通
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
っ
た
。
一
九
六
六
年
現
在
、
ス
エ
ズ
運
河
経
由
の
北
行
き
石
油
通
過
鼓
は
一
億
六
六
七
○
万
ト
ン
で
あ
っ
た
が
、
そ
の
う
ち
約
九
一
％
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
向
（２） 
けであった。通常、ペルシア湾からの原油がスエズ経由で北ヨーロッパまで輸送される場ヘロには、往復約四四日間か
（３） 
か
る
と
い
わ
れ
る
が
、
そ
れ
が
ア
フ
リ
カ
南
端
経
由
だ
と
約
七
○
日
間
を
要
す
る
こ
と
に
な
り
、
し
た
が
っ
て
同
一
量
の
石
油
輸
送
に
は
約
六
○
％
強
の
タ
ン
カ
ー
船
腹
が
新
た
に
必
要
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
こ
の
た
め
、
遊
休
中
の
船
腹
は
い
う
ま
で
も
な
く
、
他
の
貨
物
を
も
運
送
し
う
る
兼
用
船
ま
で
も
が
石
油
輸
送
に
切
り
換
え
ら
れ
て
動
員
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
こ
こ
に
運
賃
レ
ー
ト
の
高
騰
が
み
ら
れ
る
（４） 
（ＰＪ） 
にいたった。その結果、石油製ロ叩価格は値上がりし始め、アメリカおよびカリプ海域では一九六七年七月から八月に
か
け
て
公
示
価
格
も
引
上
げ
ら
れ
て
い
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
の
ち
石
油
価
格
が
沈
静
化
し
て
い
っ
た
の
は
、
ア
フ
リ
カ
お
よ
び
ラ
テ
ン・アメリカなどヨーロッパの近距離産油国の生産量が増大し、中東原油のコスト上昇を相殺することができたから
ｌ
、
第
三
次
中
東
戦
争
五
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
攻
勢
2２ 
石油危機の政治経済学（下）
である。特にアルジェリア、リビアおよびナイジェリアのアフリカの主要産油国の生産塗は、一九六七年から六九年
にかけて激増し、一九六五年の産油量を基準とすれば六九年にはアルジェリアにおいて一・七倍、リビア二・五倍、
ナイジェリア二倍にそれぞれ増大していったのである（第ｕ表参照）。これらアフリカ三国には第７図から明らかな
ように、アメリカ、フランス、イタリア、ドイツなどのメジャー以外の多くの独立石油会社が産油業に従事していた
のであるから、西ヨーロッパの「石油危機」は結局、これら独立石油会社の活動によって回避されたといっても過言
ではない。
‐
Ｉ
１
１
‐
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（１）スエズ運河が再開されたのは、八年後の一九七五年六月五日のことであった。
（２）（３）ＰＰＳ、一九六七年八月号、三一○ページ。
（４）運賃レートの高騰については、詳しくはＰＰＳ、一九六七年七月号、二六九ページを参照されたい。
解⑪卦・竜ｕ丑一粁＄＆繍酎」９片割㈱銑撰Ｐ襯蝋掴圧・
噸塗亜○勺詞ｐ』§§へ吻貫冴戟ヘミロミミ動己幻圏Ｃ・一・一・
|薑Ⅲ」 綱】←
鮒
Ⅵ
Ｊ
一
）
ｕ
Ⅲ
燗
肺
跡
画
Ｓ
詞
慾
併
耐
（
綴
白
”
』
Ｃ
ｓ
ス
マ
ミ
、
）
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2３ 
牛へⅥ隅皀、 ご爪１ 、号岻刑亘、
西『』・Ｐ（】つつ。（）） 障司悼凶の。⑪（碍ＣＣ・つ） ｍｕｍ・『（胃ｃｃ・つ） こ＄竹
一律『。、（】いい。に） 』幻ｍＣ目。』（岸⑭単・画） 戸戸、￣へＵ【､、蛉占｡。０つ●● ｔＣ－ﾘ ーグ 】②②の
⑬凶ＣＯ凶（］岩の。←） 』◆『』。。、（民←唖□ぬ） ⑫⑭Ｊ・『（】《『。、） 』①の『
』←牌・』（⑨得。、） いつ①つぃ。。（也桿》Ｃｕ） ロー◎、￣￣ｐ昼｡、￣ ● 【。 ］し①⑰
Ｊ一○・い（澤Ｃ『。◎） ⑭。』◎や。』（四ｍｍ。」） や←の。←〈料の＠．←） 岸＠ｍや
円已◎、』・円（いやＪ・つ） いむい■⑫。。（い『い・曙） 』・つぃや。■（】⑫一・⑭） 牌の『◎
］・いぃ円ｏい（いい⑭。←） ⑭。『①Ｃ・“（⑬い⑦。ｕ） 『②ｕ・凸（】一つ。①） 】＠コ』
』ＣｍＨｕ・『〈の③鱒・曲） 悼むいいや。←（胃⑫四・『） 梶むつ③』・学（】＠つ。】） 隠し『⑬
函・Ｃｕ一・⑭（『←③。』） 唖。］『一・℃（』『⑭。」） ］つつ①『・』（拝むの。」） 一⑫『い
かくして、新興アフリカ産油国に公示価格引上げへの好条件が整備されていった。その端緒を開いたのがアルジェ
（７） 
リアである。アルジェリアは一九六九年一一一月一一一一日に一一一一％の原油公示価格の引上げを実施し、アルゾー渡し一一・六
六五ドル／バレル（旧公示価格は一バレル当り二・一一一六五ドル、以下カッコは同じ）、ブージー渡し二・六五ドル
（８） 
（二・一一一五ドル）、スキラ渡し二・六一ドル（一一・一一一○ドル）にそれぞれ改訂した。これは一九六四年以前の水準に復
帰
し
た
に
す
ぎ
な
い
と
い
わ
れ
る
が
、
こ
こ
で
注
目
す
べ
き
点
は
、
公
示
価
格
は
従
来
石
油
会
社
に
よ
っ
て
一
方
的
に
決
定
さ
れ
て
き
た
のだが、アルジェリアの場合には政府みずからが公示価格の改訂を行い、これを石油会社側に承認させたということ
で
、
こ
の
方
式
は
、
す
で
に
述
べ
た
第
一
六
回
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
会
議
で
の
決
議
を
現
実
に
適
用
し
た
最
初
の
ケ
ー
ス
で
あ
っ
て
、
こ
れ
以
降
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
主
流
に
な
っ
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。
２
、
利
権
協
定
改
訂
へ
の
動
き
一九六九年九月の軍事革命によりカダフィを首班として成立したリビア新政府は、翌七○年一月初句、アルジェリ
ア、エジプトおよびイラクの三カ国とのあいだに、相互の国営石油会社の協力を緊密化するための協定をバグダッド
（７）アルジェリアは、’九六九年七月の第一八回ＯＰＥＣ会議において、加盟が承認された。
（８）ＰＰＳ、一九六九年四月号、一三七ページ。
（５）この点、ＰＰＳ、一九六七年九月号、三五四’一一一五六ぺ１ジが詳しい。
（６）ＰＰＳ、一九六七年九月号、三五四ページ。
2４ 
石油危機の政治経済学（下）
（９） 
において締結し、その正式の名称をアラブ石油機織会議（○・コ【の『のｐｎの。｛少日ワｇ」○『ぬ四コ厨目○口）と決定した。この
（Ⅲ） 
会
議
は
、
一
九
六
八
年
一
川
川
に
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
、
ク
ウ
ェ
ー
ト
お
よ
び
リ
ビ
ア
の
三
カ
国
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
Ｏ
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
と
も
協
力
し
合
い
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
補
強
の
一
翼
を
担
う
こ
と
に
な
っ
た
。
ま
た
リ
ビ
ア
革
命
政
権
は
同
月
、
一
、
原
油
公
示
価
格
の
引
上
げ
、
二
、
（Ⅲ） 
石
油
会
社
に
対
す
る
所
得
税
率
の
汕
刎
上
げ
、
な
ど
を
石
油
会
社
に
対
し
て
要
求
し
た
。
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
に
次
い
で
の
措
慨
で
あ
る
が
、
こ
れ
よ
り
も
い
っ
そ
う
疋
要
な
こ
と
は
、
リ
ビ
ア
政
府
が
一
九
七
○
年
五
Ｎ
よ
り
産
油
城
の
削
減
措
慨
を
識
じ
、
国
内
で
操
業
中
の
石
油
会
社
に
対
し
て
厳
命
し
た
こ
と
で
あ
る
。
同
じ
五
月
三
日
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
か
ら
束
地
中
海
へ
五
○
万
バ
レ
ル
／
日
の
原
油
を
輸
送
し
て
いたタップライン（曰§‐旨の）が破損事故でシリアで送油を中断され、他方スエズ運河は閉鎖されたままであったか
ら
、
タ
ン
カ
ー
の
運
賃
が
再
び
高
騰
し
た
が
、
そ
の
上
に
リ
ビ
ア
産
油
並
の
三
○
万
バ
レ
ル
／
日
の
削
減
（
同
年
九
月
ま
で
に
八
○
万
バ
レ
ル
／
日
に
噌
加
）
が
行
わ
れ
た
の
で
、
西
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
お
け
る
「
石
油
危
機
」
は
深
刻
に
陥
っ
た
の
で
あ
る
。
同
年
九
月
初
句
に
い
た
っ
て
、
リ
ビ
ア
以
外
で
原
油
生
産
の
な
い
ア
メ
リ
カ
の
独
立
会
社
オ
ク
シ
デ
ン
タ
ル
（
○
ｎ
Ｑ
Ｑ
の
。
且
）
が
こ
の
削
減
策
に
抗
し
き
れ
ず
（砲〉
に最初の譲歩を行うにいたり、ＡＰＩ四○度原油の公示価格をバレル当り二・二一一一ドルから二・五三ドルへ一一一○セン
ト
に
引
上
げ
、
さ
ら
に
一
九
七
一
年
か
ら
七
五
年
に
か
け
て
毎
年
バ
レ
ル
当
り
二
セ
ン
ト
ず
つ
引
上
げ
、
所
得
税
率
五
○
％
か
ら
五
八
％
へ
引
上
げ
る
こ
と
に
合
意
し
た
。
リ
ビ
ア
で
操
業
中
の
他
の
石
油
会
社
も
同
様
の
引
上
げ
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
が
、
こ
れ
に
続
い
て
イ
ラ
クおよびサウジアラビア原油の地中海渡し公示価格も二○セント引上げられていった。こうして、一九五七年以来引
下
げ
ら
れ
た
ま
ま
六
○
年
代
を
推
移
し
た
原
油
公
示
価
格
の
回
復
を
め
ざ
し
て
結
成
さ
れ
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
長
年
の
念
願
が
、
七
○
年
代
に
入
っ
て
漸
く
そ
の
切
っ
掛
け
を
つ
か
ん
だ
と
い
え
る
。
（
９
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
○
年
二
月
号
、
六
七
ペ
ー
ジ
。
な
お
同
誌
に
よ
る
と
、
協
定
の
内
容
は
「
海
外
販
売
に
関
す
る
各
社
の
活
動
を
調
整
し
、
2５ 
以
上
の
よ
う
な
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
、
リ
ビ
ア
の
動
き
に
呼
応
し
て
、
一
九
七
○
年
一
二
月
九
Ｈ
か
ら
同
一
二
日
ま
で
カ
ラ
カ
ス
に
お
い
て
開
か
れ
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
第
二
一
回
会
議
は
、
一
、
所
得
税
率
を
最
低
五
五
％
と
す
る
こ
と
、
二
、
原
油
価
格
は
汕
質
お
よ
び
地
理
的
条
件
を
勘
案
し
て
決
め
、
ま
た
実
施
さ
れ
て
い
る
最
高
額
（
リ
ビ
ア
の
価
格
）
を
基
準
と
し
て
公
示
価
格
ま
た
は
課
税
基
準
価
格
を
均
等
一
律
に
（旧）
引
上
げ
る
こ
と
、
一
二
、
世
界
的
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
ド
ル
購
買
力
の
低
下
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
公
示
価
格
を
定
め
る
こ
と
、
な
どを決議し、「交渉が所期の日的を達成しえない場合には、会議は全加盟国の統一的かつ同時的行動によってこの決
（Ⅱ） 
議にうたわれた目的を達成するための手段を決定し、それを実施する」』口を表明した。さらに一九七一年一月初句、
リ
ビ
ア
政
府
は
、
自
国
内
で
操
業
し
て
い
る
独
立
系
石
油
会
社
オ
ク
シ
デ
ン
タ
ル
、
パ
ン
カ
ー
・
ハ
ン
ト
（
切
目
薇
『
四
目
【
）
、
オ
ア
シ
ス・グループ（○口⑪厨の『・目）でシェルと提携しているアメラダ・ヘス（少日の３８１囮の脇）、コンチネンタル（○・目‐
ロ
の
ロ
区
）
お
よ
び
マ
ラ
ソ
ン
（
冨
口
日
忌
目
）
な
ど
、
利
権
保
有
会
社
と
し
て
は
メ
ジ
ャ
ー
に
比
較
に
な
ら
な
い
ほ
ど
の
弱
小
な
会
社
の
み
共
同
販
売
計
画
の
可
能
性
に
つ
い
て
研
究
す
る
。
各
社
は
石
油
法
と
そ
の
諸
規
制
、
技
術
的
デ
ー
タ
、
第
三
者
と
の
間
に
成
立
し
た
協
定
そ
の他の文惑、および専門家をも互いに交換すること」（同上）とある。
（皿）ＯＰＥＣは、産油国という共通の基盤に立ちながら、石油埋蔵量、地理的条件などの相違から、必ずしも利害関係が
一致しているわけではない。そこで、利害が比較的類似しているアラブ諸国を糾合し、加盟国相互の協力の強化と利益
の保護をＨ的として設立されたのがＯＡＰＥＣである。それは「消灘市場への石油の輸出が公正かつ合理的条件で行わ
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
ま
た
加
盟
国
の
石
油
産
業
に
対
す
る
資
本
と
技
術
の
投
下
に
好
ま
し
い
環
境
を
つ
く
り
出
す
た
め
、
加
盟
国
の
努
力を結集する」ことをめざすとされている（ＰＰＳ、一九六八年二月号、五○ぺＩジ）。
（
Ⅲ
）
こ
の
簡
単
な
経
過
は
、
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
○
年
六
月
号
、
二
二
一
’
二
二
二
ペ
ー
ジ
を
参
照
さ
れ
た
い
。
（
旧
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
○
年
一
○
月
号
、
三
六
○
ペ
ー
ジ
、
牛
防
俊
明
、
前
掲
満
、
九
二
’
九
三
ペ
ー
ジ
。
2６ 
石油危機の政治経済学（下）
を
相
手
と
し
て
、
七
○
年
九
月
に
お
け
る
三
○
セ
ン
ト
／
バ
レ
ル
引
上
げ
は
そ
れ
以
前
の
長
期
に
わ
た
る
低
価
格
を
是
正
し
た
に
す
ぎ
な
い
と
し
て
、
新
た
な
要
求
を
提
出
し
た
。
す
な
わ
ち
、
一
、
リ
ビ
ア
の
地
理
的
な
条
件
を
反
映
さ
せ
る
べ
く
公
示
価
格
を
即
時
三
九
セ
ン
ト／バレルに引上げること、二、特別運賃プレミアムとして一一一○セント／バレルを加算すること、三、所得税率をさ
（旧）
ら
に
五
％
引
上
げ
る
こ
と
、
四
、
石
油
会
社
の
利
益
か
ら
二
五
セ
ン
ト
／
バ
レ
ル
を
リ
ビ
ア
に
再
投
資
す
る
こ
と
、
が
主
な
内
容
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
に
よ
っ
て
、
石
油
会
社
は
一
九
七
一
年
早
々
か
ら
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
と
リ
ビ
ア
を
相
手
に
難
問
に
取
り
組
ま
ざ
る
を
え
な
く
な
っ
た
。
八
大
メ
ジ
ャ
ー
を
は
じ
め
、
リ
ビ
ア
政
府
か
ら
要
求
を
突
き
付
け
ら
れ
た
上
記
の
独
立
会
社
な
ど
一
五
社
（
の
ち
に
数
社
が
新
た
に
参
加）は、個々の交渉を避けて共同戦線を張って事態の収拾に対処することになり、包括的な協定締結を決定して折衝
に
入
っ
た
。
一
九
七
一
年
二
月
一
四
日
に
成
立
し
た
石
油
会
社
側
と
イ
ラ
ン
、
イ
ラ
ク
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
、
ク
ウ
ェ
ー
ト
、
ア
ブ
ダ
ビ
お
よ
び
カ
タ
ー
ル
の
六
カ
国
間
と
の
協
定
（
イ
ラ
ク
と
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
か
ら
地
中
海
ま
で
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
を
経
山
し
て
輸
送
さ
れ
る
原
油
と
リ
ビ
ア
原
油
に
は
こ
の
協
定
は
適
用
さ
れ
な
い
）
は
、
通
称
テ
ヘ
ラ
ン
協
定
と
呼
ば
れ
、
そ
の
概
要
は
第
咀
表
に
示
し
て
あ
る
。
こ
の
結
果
、
ペ
ル
シ
ア
湾
岸
産
油
諸
国
は
、
一
九
六
○
年
以
来
期
え
樋
か
れ
て
き
た
公
示
価
格
を
二
・
二
八
五
ド
ル
／
バ
レ
ル
に
引
上
げ
る
こ
と
に
成
功
し
、
そ
れ
が
以
後
五
年
間
に
わ
た
っ
て
引
上
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
、
六
カ
国
政
府
の
噌
収
額
総
計
は
一
九
七
一
年
の
一
二
（肥）
億
ド
ル
か
ら
七
五
年
に
は
一
二
○
億
ド
ル
に
増
大
す
る
見
通
し
に
な
っ
た
。
他
方
、
リ
ビ
ア
、
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
、
イ
ラ
ク
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
地
中
海
沿
岸
産
油
国
と
石
油
会
社
側
と
の
交
渉
も
、
テ
ヘ
ラ
ン
協
定
と
同
時
併
行
的
に
ト
リ
ポ
リ
に
お
い
て
行
わ
れ
、
同
年
三
月
二
○
Ⅱ
を
も
っ
て
、
通
称
ト
リ
ポ
リ
協
定
が
発
効
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
の
骨
子
も
第
咀
表
に
掲
げ
て
あ
る
。
ま
た
、
テ
ヘ
ラ
ン
お
よ
び
ト
リ
ポ
リ
両
協
定
と
も
に
参
加
し
な
か
っ
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
加
盟
二
カ
国
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
と
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
も
、
中
近
東
に
連
動
し
て
、
イ
ン
（Ⅳ） 
ドネシァについては一九七一年一一月、原油公示価格を一・六七ドル／バレルから一一ドル／バレルに引上げると発表し
た
し
、
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
は
七
○
年
一
二
月
、
石
油
会
社
の
利
益
に
対
す
る
最
高
五
二
％
の
累
進
課
税
を
廃
止
し
て
一
率
六
○
％
に
引
上
げ
、
2７ 
第15表テヘランおよびトリポリ協定（単位：ドルノバレル）
注：Ｌ両協定とも利権料は12.5％綱瞬き．
２.所得税は５５％へ引上げ．
３.協定期Ｎｉｌは５年間，アラビア湾岸諸国はこのあいだに他国でいかなる
ことが起ころうとも，新しい要求はしないと確約．
４.段階値上げとは，５年Ｎｉｌにわたって４段階でインフレ補恢分基本公示
価桁の２．５％，原ililWW要噌加反映分５セント(バレル当り）を；|上げる
ことである．
資料：日本経済新lNl社海外特別取材班「石油はどうなるｊ1972年，日本経
済新聞社，１１ページ．
か
く
し
て
、
一
九
七
○
年
代
に
入
っ
て
原
油
価
格
は
つ
ぎ
つ
ぎ
に
引
上
げ
ら
れ
て
い
き
、
も
は
や
価
格
引
上
げ
の
歯
止
め
を
失
っ
た
メ
ジ
ャ
ー
は
、
一
九
七
ま
た
課
税
基
準
価
格
の
決
定
権
が
政
府
（旧）
に
属
す
る
と
い
う
法
律
を
公
布
し
た
。
（
旧
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
一
年
二
月
号
、
四
二
ペ
ー
ジ
、
牛
島
俊
明
、
前掲書、九四ページ。
（
Ｍ
×
咀
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
一
年
二月号、四二ページ。
（
Ｍ
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
一
年
三
月
号
、
八
二
－
八
三
ペ
ー
ジ
。
（
Ⅳ
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
一
年
三
月
号、八三ページ。
（
旧
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
一
年
一
月
号、二ページ。
2８ 
テヘクン協定 トリポリ協定
協定発効1１
代炎的原iIIIの比蚊
協定発効前の公示価格
一般ﾘ|｣2げ
低硫黄プレミアム
迎闘格差調駐分
比函格差調整分
小計：Ｗ｢基本公示価絡
第１回段階値上げ
スエズ運河閉鋤による
運質プレミアム
タンカーレート繭Hﾄﾞｳﾞに
見合うプレミアム
合計：現行公示価格
『)|上げ幅合計
1971年２月１５日
ＡＰｌ３１ｏ 
Ｌ８００ 
＋０．３３０ 
＋0.020 
＋0.030 
Ａｌ’110.以下に対し’
当り0.5セント位上げ
するため
2.180 
＋０．１０５ 
(1971年６月１日）
２２８５ 
0.485 
1971年３月２０日
ＡＰＩ４０。
2.550 
＋0.350 
＋0.100 
＋0.070 
3.070 
十0.127
(1971年３)１２０日）
＋０．１２０ 
‐１－０．１３０ 
3..Ｍ７ 
0.897 
Jiill1危機の政治経済学（下）
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
第
一
六
回
会
議
に
つ
い
て
は
す
で
に
ふ
れ
た
が
、
そ
こ
で
は
産
油
国
に
よ
る
自
主
的
開
発
方
式
と
並
ん
で
既
存
利
権
へ
の
企
業参加の原則が述べられていた。当初はＯＰＥＣの戦略Ｈ標ぐらいに考えられていた事業参加は、第二四回会議（一
九
七
一
年
七
月
一
二
’
一
三
日
、
ウ
ィ
ー
ン
）
に
お
い
て
具
体
的
に
取
り
上
げ
ら
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
同
会
議
は
「
加
盟
各
国
は
現
行
石
一
年
八
月
一
五
日
の
ニ
ク
ソ
ン
米
大
統
領
に
よ
る
金
・
ド
ル
交
換
停
止
を
柱
と
す
る
新
経
済
政
策
の
発
表
に
よ
っ
て
、
い
っ
そ
う
翻
弄
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
な
っ
た
。
同
年
九
月
二
二
日
に
開
か
れ
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
第
二
五
回
会
議
は
、
「
公
示
価
格
の
表
示
通
貨
で
あ
る
ア
メ
リ
カ・ドルが主要工業諸国の通貨と対比して事実上の切下げとなった事実」を根拠として、「バレル当り実質収入に及
（Ⅲ） 
ぽした恕影粋を相殺する手段を講じるため、必要な措悩をとる」と決議し、同年一○月下旬から石油会社側との交渉
に
入
っ
た
。
し
か
し
、
ド
ル
と
各
国
通
貨
と
の
調
確
が
手
間
ど
り
、
七
一
年
一
二
月
一
八
日
に
い
た
っ
て
ス
ミ
ソ
ニ
ア
ン
協
定
と
し
て
成
立したのちにはじめて両者間の本格交渉となったので、両者間で合意が成立したのは翌七二年一月二○日であった。
（ｍ） 
周知のように、これがジュネーブ協定と呼ばれるもので、原油公一不価格は再び八・四九％引上げられることになった
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
つ
れ
て
原
油
の
実
勢
価
格
も
上
昇
の
度
合
を
増
し
て
い
っ
た
こ
と
は
第
４
図
の
通
り
で
あ
る
。
原
油
公
示
価
格
引
上
げ
の
有
効
な
手
段
と
見
倣
さ
れ
て
き
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
共
同
産
油
計
画
は
、
相
次
ぐ
公
示
価
格
の
引
上
げ
に
よ
っ
て
色
槌
せ
た
も
の
と
な
っ
て
い
っ
た
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
強
気
の
姿
勢
を
背
景
と
し
て
、
次
に
出
て
く
る
も
の
が
す
で
に
示
唆
し
て
お
い
た
よ
うに経営参加ないしは国有化問題であった。
（
皿
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
一
年
二
月
号
、
四
○
三
ペ
ー
ジ
。
（
卯
）
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
協
定
の
立
入
っ
た
分
析
は
、
牛
島
俊
明
、
前
掲
響
、
一
○
四
’
一
○
八
ペ
ー
ジ
に
み
ら
れ
る
。
2９ 
れンる既ｌ）次ムを的報的そに通探すウｉ１ｌ１
、ド０存Ｅ大、保を告参のみり択るエ利
同ネＰのＣ戦イ有強し加内ら一した’権
時シＥ利諸後うし行てを容れ九、め１，に
}こアＣ樅国にクて・調達はる七公の、企
旧の力Ⅱをが利・い達整成次国一示基リ業ii鑿Nil：襲察ｆ袰幣：％髄)ＩｉＷ鮮篇
＃ｨiイillliiii霧；“２１i;4幕且”｝：方椛ンすをしア社めと、あ勢こげ起ウ原式地ドるめてムをの、佃るの「１と草ジｌ１１１が’よネのざいお摘手交別。転にいしアを藺艀ｶﾐ菫ゑ洲鷺Wi溌櫻ＩＦ易泥藁:(沿促舷勇繍舳ⅦlL洲醜愛脳蝿朏Ｍ開''三ｋF貿鯛最ミニ漏鮭；雛：iii#:綿肪戦ii蝋雛嚇蹴；４牌111はii鰍皀蠅iii＃iii聖言脅Winン三るイＴ年第よちた交盟要おも［'会た戦!;;悪戦|il輝臓爾瀧liii識溌M1蜜Ji灘ｉｉＭｉ予息次糊擢繍示舩鰹限翁iii§国ｉｌｌｌのあたま遡な現が、案加同いにがこ営業よるつでるか在協ますに年う提既の、ザiZ繩抄ｉでdZ1空ｉＩＭ八姿'''存た会くい,6鉱るそアＰ致、本きしl糊１Ｍ惚ｉｔ悶鰍産揃juiブ股澱黙ＩＬＭＥｉＭ４）駆際ＭＭＰ袈藁鮎艘焼場ｚご理る外挑もすぺ国的架がざクれい染イｉｉ[ポガぞギモ艸濤き`!咄§ｉ防勺おずてざ、第リ利の議効が満子議参、用かイいたｏニア権目に染、Ｉﾘ｝告を、Ⅱク
3０ 
石illl危機の政沿経済学（下）
第１６表OlDIOC加盟国内の主な利権とその満期期間
（1971年現在）
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Ｂ３一目）と各石油会社との
あ
い
だ
に
生
産
物
分
与
協
定
（
生
産
さ
れ
た
原
油
の
妓
商
四
○
％
ま
で
を
操
業
会
社
の
コ
ス
ト
分
と
し
て
取
得
し
、
残
り
の
原
油
を
政
府
が
六
五
％
、
操
業
会
社
三
五
％
の
比
率
で
配
分
す
（塑）
る
方
式
）
が
成
立
し
た
。
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
の
場
合
、
そ
の
国
営
会
社
ソ
ナ
ト
ラ
ハ
（の。Ｂ〔３８）は一九七一年
二
月
、
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
の
石
油
生
産
の
三
分
の
二
を
支
配
し
て
い
た
フ
ラ
ン
ス
系
石
油
会
社
（
Ｃ
Ｆ
Ｐ
と
Ｅ
Ｒ
Ａ
Ｐ
）
の
利
権
の
五
一
％
を
国
有
化
し
て
（、）
い
る
。
ま
た
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
に
お
い
て
は
、
操
業
し
て
い
る
す
べ
3１ 
ＩＨＩ名 ｲﾘ枢保有会社 満期年
アブダビ
イ
イ
ブン
フク
クウェート
カタール
サウジアラビア
リピア
ナイジェリフ，
ＡＩ〕uDIMIbiljclroIeuIuICl)mpiⅡUｙ
ＡｂｕＩ)IIaI)ｉＭ【lril1IDA｢Q､aｓ
I｢(lnianCoIlB()｢(iｕｍ 
I｢ａｑｌ，elroleull1Coml〕【11)ｙ
MosuIlDctrI)IelImCoImI〕any
llHlsrilIll)etr(DleuIUUCollll)【lIuy
I《ｕｗａｉＩ（)ilCon1I)a1ly
アラビアｌｊｉｌｌ
()(lta「Ｉ〕(P[｢oleull1C()１１)l)HIlly
SIleⅡＣＯ､】l)any,)ｆ(lal【l『
Aranlc(） 
アラビア(i油
lBssoStall(Iar(Ｉ 
()asiｓ 
AnDos(Dils 
Occi〔lcnm1
SIwIl-IBlDI，elroIcuml)eveloI)Iuuellt 
(】ｕｌｆＯｉＩ
201.1 
2018 
1９９１ 
2000 
2007 
2013 
2026 
2003 
2010 
2027 
1999 
2000 
2011 
2011 
2011 
2016 
'989 
1991 
1996 
1997 
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
、
ア
ブ
ダ
ビ
、
ク
ウ
ェ
ー
ト
、
イ
ラ
ク
、
イ
ラ
ン
お
よ
び
カ
タ
ー
ル
の
ペ
ル
シ
ア
海
岸
六
カ
国
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
ヤ
マ
ニ
石
油
相
（
レ
ゴ
日
且
ロ
ロ
嵐
尽
四
日
四
日
）
を
代
表
に
選
出
し
、
石
油
会
社
側
の
代
表
者
と
の
交
渉
を
一
任
し
た
。
補
償
条
件
、
（泌）
産
油
国
政
府
取
得
分
原
油
を
石
油
会
社
が
買
戻
す
と
き
の
価
格
問
題
な
ど
、
経
営
参
加
に
当
然
伴
う
難
問
が
あ
っ
て
、
交
渉
に
長
時
間
を
要
す
る
こ
と
に
な
っ
た
が
、
一
九
七
二
年
一
二
月
か
ら
翌
七
三
年
一
月
に
か
け
て
、
イ
ラ
ン
と
ク
ウ
ェ
ー
ト
を
除
い
て
、
経
営
参
加
協
定
が
調
印
さ
れ
た
。
い
わ
ゆ
る
リ
ャ
ド
協
定
と
呼
ば
れ
て
い
る
も
の
が
そ
れ
で
あ
る
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
産
油
国
の
利
権
保
有
会
社
へ
の
当
初
の
参
加
比
率
は
二
五
％
で
、
そ
れ
が
段
階
的
に
引
上
げ
ら
れ
て
、
一
九
八
二
年
一
月
一
日
に
は
最
終
的
に
五
一
％
の
株
式
を
取
得
す
る
と
い
う
も
の
で
、
ま
た
買
戻
し
価
格
に
つ
い
て
も
、
石
油
会
社
に
と
っ
て
は
バ
レ
ル
当
り
九
’
一
八
セ
ン
ト
（
汕
狐
と
品
質
と
の
差
に
よ
（配）
る
）
の
幅
を
も
っ
た
コ
ス
ト
増
に
な
る
と
い
う
。
て
の
石
油
会
社
が
所
有
し
て
い
る
総
面
積
の
う
ち
、
七
○
％
は
一
九
八
四
年
に
、
二
％
は
一
九
八
五
’
八
六
年
に
、
残
り
一
九
％
は
一
（鋼）
九ハハーハ九年と一九九一ハー九七年に返還されることになっており、その協定がすでに締結されている。以上の理由
から、これら三カ国は事業参加の決議にもかかわらず、それに拘束されることはない。
〆へ〆－－〆￣、￣、
2`１２３２２２１ 
，－～ン、一夕、－
ＰＰｌ）Ｐ 
ＰＰＰＰ 
ＳＳＳＳ 
、、、、
一
九
七
一
年
二
月
号
、
一九七一年一二月号、
一九七一年一二月号、
一九七一年一二月号、
四○三ページ。
四
五
○
ペ
ー
ジ
、
牛
島
俊
明
、
前
掲
懇
、
ハ
セ
ー
九
○
ペ
ー
ジ
。
四
五
○
ペ
ー
ジ
、
牛
島
俊
明
、
前
掲
書
、
八
一
’
八
三
ペ
ー
ジ
。
四
四
九
ペ
ー
ジ
。
3２ 
石油危機の政治経済学（下）
と
こ
ろ
で
、
以
上
の
経
営
参
加
協
定
交
渉
の
な
か
で
生
じ
て
き
た
の
が
イ
ラ
ク
と
イ
ラ
ン
の
国
有
化
へ
の
新
た
な
動
き
で
あ
り
、
こ
う
し
た
国
打
化
要
求
が
逆
に
経
鴬
参
加
協
定
締
結
を
促
進
し
た
と
も
い
え
る
の
で
あ
る
。
一
九
七
二
年
六
月
、
イ
ラ
ク
は
Ｂ
Ｐ
、
シ
ェ
ル
、
エ
ク
ソ
ン
、
モ
ー
ビ
ル
、
Ｃ
Ｆ
Ｐ
お
よ
び
グ
ル
ベ
ン
キ
ャ
ン
が
出
資
し
同
国
で
年
一
億
ト
ン
の
原
油
生
産
に
従
事
し
て
い
る
イ
ラ
ク
石
油
会
社
（
ｌ
Ｐ
Ｃ
）
を
国
有
化
し
た
。
イ
ラ
ク
政
府
と
－
Ｐ
Ｃ
と
の
あ
い
だ
に
は
す
で
に
一
九
六
一
年
法
俳
ハ
○
号
に
よ
っ
て
、
Ｉ
Ｐ
Ｃ
所
（幻）
有
の
全
利
権
地
域
の
九
五
％
以
上
を
イ
ー
フ
ク
が
接
収
し
た
時
点
か
ら
紛
争
が
起
こ
っ
て
お
り
、
－
Ｐ
Ｃ
は
そ
の
対
抗
策
と
し
て
、
接
収
は
非
合
法
で
あ
る
と
し
て
同
原
油
の
購
入
者
に
対
し
て
法
的
描
世
を
と
る
と
警
告
す
る
一
方
、
同
国
最
大
の
キ
ル
ク
ー
ク
油
田
の
生
産
を
半
減
す
る
摘
慨
を
と
り
続
け
て
き
た
。
こ
の
紛
争
に
決
蒜
を
つ
け
る
べ
く
、
イ
ラ
ク
政
府
は
前
述
の
国
有
化
を
敢
行
し
た
の
で
あ
る
が
、
そ
れ
か
ら
約
九
カ
月
間
交
渉
が
続
け
ら
れ
た
結
果
、
一
九
七
三
年
二
月
末
に
両
者
間
に
国
有
化
を
承
認
す
る
こ
と
で
調
印
が
な
さ
れ
た
。
そ
の
内
容
は
、
Ｉ
Ｐ
Ｃ
が
北
部
お
よ
び
南
部
諸
油
田
に
対
す
る
利
椎
料
未
払
分
二
九
六
四
’
七
一
年
間
）
一
億
四
一
○
○
万
ポ
ン
ド
を
支
払
い
、
イ
ラ
ク
政
府
は
Ｉ
Ｐ
Ｃ
に
国
有
化
の
補
償
と
し
て
キ
ル
ク
ー
ク
原
油
一
五
○
○
万
ト
ン
を
提
供
す
る
、
－
Ｐ
Ｃ
は
そ
の
系
列
会
社
モスル石油（富・の巳勺の可○一のＰＢＣ・・・菖勺○・年産約一二五万トン）の利権を放棄する、また同じバスラ石油（ＢＰＣ、
年
産
三
二
○
○
万
ト
ン
）
は
耀
収
の
対
象
と
せ
ず
、
産
油
能
力
を
一
九
七
六
年
に
は
年
間
八
○
○
○
万
ト
ン
に
引
上
げ
る
、
と
い
う
も
の
（郡）
で
あ
っ
た
。
他
方
、
イ
ー
ブ
ン
の
場
合
、
一
九
七
二
年
六
月
に
Ｂ
Ｐ
、
シ
ェ
ル
、
エ
ク
ソ
ン
な
ど
八
大
メ
ジ
ャ
１
と
独
立
会
社
が
出
資
す
る
イ
ラ
ン
・
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
と
の
あ
い
だ
に
、
イ
ラ
ン
石
油
産
業
発
展
の
た
め
の
協
調
関
係
に
合
意
す
る
協
定
に
調
印
し
た
直
後
の
一
九
（
班
）
原
油
の
買
一
灰
し
価
格
に
つ
い
て
は
、
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
二
年
四
月
号
、
一
一
八
－
一
一
九
ペ
ー
ジ
で
詳
し
く
論
じ
ら
れ
て
い
る
。
（妬）ＰＰＳ、一九七三年二月号、四四’四六ページ。なお、リャド協定の全文は打油連盟「石油資料月報」第一八巻第三
号
に
訳
載
さ
れ
て
い
る
。
3３ 
さ
ら
に
リ
ビ
ア
の
カ
ダ
フ
ィ
政
権
は
、
革
命
四
周
年
記
念
Ⅱ
に
あ
た
る
一
九
七
三
年
九
月
一
Ｈ
、
リ
ビ
ア
で
操
業
す
る
国
際
石
油
資
本
五
社
の
五
一
％
国
有
化
を
宣
言
し
た
。
リ
ビ
ア
に
お
い
て
は
す
で
に
一
九
七
一
年
一
二
月
に
、
セ
リ
ル
油
田
の
半
分
の
利
権
を
所
有
し
て
いたＢＰを国有化し、七二年六月のイタリアのＥＮｌの五○％甑裟干参加、七三年六川のオアシス・グループの五一％
国
有
化
、
同
年
八
月
の
オ
ク
シ
デ
ン
タ
ル
石
油
の
五
一
％
国
有
化
、
と
次
々
に
国
有
化
政
簸
を
打
ち
出
し
て
き
て
い
た
が
、
そ
れ
が
九
月
（列）
に
は
ア
メ
リ
カ
系
メ
ジ
ャ
ー
に
ま
で
及
ぶ
に
い
た
っ
た
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
リ
ビ
ア
政
府
の
国
有
化
令
に
よ
れ
ば
、
一
、
エ
ッ
ソ
・
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
・
リ
ビ
ア
、
二
、
リ
ビ
ア
・
ア
メ
リ
カ
ン
・
ペ
ト
ロ
リ
ア
ム
、
グ
レ
ー
ス
・
ペ
ト
ロ
リ
ア
ム
お
よ
び
エ
ッ
ソ
・
シ
ル
テ
、
七三年一月にいたって、パーレビ国王はこの協定を脊定するかのような政策の転換を行った。すなわち、同国王は、
一
オ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
箙
汕
施
織
お
よ
び
繍
製
設
備
を
断
協
定
ｌ
こ
の
場
合
に
は
会
社
側
に
あ
る
懸
度
の
待
拠
を
認
め
二
○
－
二
血
圷
川
の
石
油
の
安
定
供
給
を
保
誠
す
る
ｌ
を
締
締
し
て
剛
勝
引
渡
す
か
、
二
、
そ
れ
と
も
現
行
の
操
業
協
耀
が
満
剛
と
な
る
一
九
七
九
年
に
引
渡
す
か
ｌ
こ
の
賜
合
は
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
に
は
い
っ
さ
い
特
典
は
認
め
ら
れ
ず
、
一
般
の
独
立
石
油
会
社
と
同
列
に
扱
う
ｌ
（”） 
Ｉ、の二者択一を迫った。この結果、同年五月、コンソーシアムは前者の即時引渡しに〈、意し、イラン国営会社（Ｎ
ｌ
Ｏ
Ｃ
）
の
監
督
下
で
操
業
を
担
当
す
る
代
価
と
し
て
、
長
期
安
定
的
な
石
油
の
供
給
が
保
証
さ
れ
た
。
こ
う
し
て
、
イ
ラ
ク
に
続
い
て
イ
ラ
ン
に
お
い
て
も
国
有
化
が
実
現
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
〆■､グー、〆－，
２９２８２７ 
、＝〆昌一＝、－〆
ＰＰＰ 
ＰＰＰ 
ＳＳＳ 
、、、
九七二年七月号、
九七三年四月号、
九七三年二月号、
二三八ページ。
一二四’一二五ページ。
四
七
’
四
八
ペ
ー
ジ
。
３ 
ｲiilll危機の政沿経済学（｜ご）
三
、
シ
ェ
ル
・
リ
ビ
ア
、
四
、
モ
ー
ビ
ル
・
リ
ビ
ア
お
よ
び
ゲ
ル
ゼ
ン
ペ
ル
グ
・
リ
ビ
ア
、
五
、
ア
メ
リ
カ
ン
・
オ
ー
バ
ー
シ
ー
ズ
・
ペ
ト
ロ
リ
ア
ム
、
の
五
石
油
会
社
グ
ル
ー
プ
の
原
油
・
天
然
ガ
ス
の
全
資
産
の
五
一
％
を
国
有
化
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
国
有化された利権鉱区は、リビア国営石油会社（Ｚ目・ロローｇ－ＯＣ８ｏＢ二○コ・Ｚｏｏ）が引継ぎ、そこにおける獅棄は政府、
諸
会
社
の
代
表
か
ら
な
る
経
営
委
風
会
に
よ
っ
て
管
理
さ
れ
る
。
ま
た
国
有
化
に
伴
う
補
償
は
政
府
内
に
設
置
さ
れ
る
委
員
会
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
る
。
こ
の
国
有
化
措
置
に
対
し
て
、
Ｂ
Ｐ
は
以
前
か
ら
国
有
化
を
認
め
て
お
ら
ず
、
新
た
に
国
有
化
を
宣
言
さ
れ
た
前
記
の
五
社
も
、
そ
れ
は
国
際
法
お
よ
び
利
権
協
定
に
述
反
す
る
と
い
う
強
い
抗
議
を
発
表
し
た
。
リ
ビ
ア
政
府
の
こ
う
し
た
一
方
的
国
有
化
措
世
を
承
認
で
き
な
い
と
し
た
こ
れ
ら
五
社
の
瑚
由
は
、
一
、
リ
ャ
ド
協
定
に
み
ら
れ
た
段
階
的
経
営
参
加
で
は
な
く
、
当
初
か
ら
五
一
％
の
国
有
化
で
あ
る
こ
と
、
｜
｜
、
補
償
額
が
純
然
た
る
簿
価
に
よ
る
と
し
て
い
る
こ
と
、
三
、
石
油
会
社
が
政
府
か
ら
買
戻
す
原
油
価
格
六
ド
ル
／
バ
レ
ル
は
高
す
ぎ
る
こ
と
、
な
ど
で
あ
っ
た
。
こ
れ
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
リ
ビ
ア
政
府
の
国
有
化
措
置
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
、
カ
タ
ー
ル
な
ど
の
ペ
ル
シ
ア
湾
岸
諸
国
と
メ
ジ
ャ
ー
と
の
あ
い
だ
で
一
九
七
二
年
末
に
締
結
さ
れ
た
リ
ャ
ド
協
定
を
廃
棄
な
い
し
は
改
定
へ
と
追
い
や
る
危
険
性
が
大
で
あ
っ
た
。
と
い
う
の
は
、
一
、
リ
ビ
ア
政
府
に
よ
る
当
初
か
ら
五
一
％
の
国
有
化
は
リ
ャ
ド
協
定
に
調
印
した諸国を事業参加比率において不利たらしめること、このことを察知して、リャド協定に調印したが議会の批准が
え
ら
れ
な
か
っ
た
ク
ウ
ェ
ー
ト
は
、
リ
ビ
ア
同
様
当
初
か
ら
五
一
％
の
事
業
参
加
を
要
求
し
メ
ジ
ャ
ー
と
交
渉
を
始
め
た
こ
と
、
二
、
石
油
会
社
の
産
油
国
政
府
か
ら
の
原
油
買
戻
し
価
格
は
リ
ャ
ド
協
定
の
そ
れ
の
三
倍
以
上
で
あ
る
こ
と
、
な
ど
が
そ
の
根
拠
と
し
て
指
摘
で
き
る
か
ら
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
メ
ジ
ャ
ー
は
、
粘
り
強
い
長
期
間
の
交
渉
の
末
成
立
さ
せ
た
リ
ャ
ド
協
定
を
わ
ず
か
九
カ
月
で
反
古
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
た
め
だ
け
で
な
く
、
リ
ビ
ア
、
イ
ラ
ク
な
ど
ア
ラ
ブ
諸
国
の
「
急
進
派
」
が
以
前
か
ら
主
張
し
て
き
た
、
イ
ス
ラ
エ
ル
支
援
国
ア
メ
リ
カ
に
対
す
る
石
油
の
政
治
的
武
器
と
し
て
の
発
動
を
抑
止
す
る
た
め
に
も
、
リ
ビ
ア
の
国
有
化
措
樋
を
阻
止
す
る
こ
と
が
当
面
肢
大
の
課
題
で
あ
っ
た
。
一
九
七
三
年
九
月
四
日
に
ク
ウ
ェ
ー
ト
で
行
わ
れ
た
Ｏ
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
閣
瞭
会
議
は
直
ち
に
リ
ビ
ア
3５ 
こ
う
し
て
、
世
界
最
大
の
石
油
埋
蔵
壮
を
も
つ
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
を
も
巻
き
込
ん
だ
中
近
東
産
油
国
に
よ
る
、
「
石
油
を
帝
国
主
義
と
の
闘
争
の
武
器
と
せ
よ
」
と
い
う
石
油
戦
略
の
発
動
の
現
実
化
へ
の
契
機
が
形
作
ら
れ
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
の
契
機
が
本
稿
の
最
初
で述べた第四次中東戦争によって与えられたのである。
か
く
し
て
、
一
九
七
○
年
代
に
入
っ
て
の
原
油
の
買
手
市
場
か
ら
売
手
市
場
へ
の
転
換
を
パ
ッ
ク
に
し
た
公
示
価
格
の
引
上
げ
、
経
営
参
加
ま
た
は
国
有
化
と
い
っ
た
素
早
い
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
勅
き
は
、
メ
ジ
ャ
ー
を
は
じ
め
石
油
会
社
を
一
方
的
に
守
勢
に
立
た
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
六
○
年
代
に
お
け
る
石
油
会
社
と
産
油
国
と
の
立
場
を
逆
転
せ
し
め
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
以
降
、
石
油
価
格
問
題
で
あ
れ
、
経
営
参
加
な
い
し
は
国
有
化
問
題
で
あ
れ
、
も
は
や
そ
の
抑
止
力
を
喪
失
し
た
メ
ジ
ャ
ー
は
、
絶
え
ざ
る
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
攻
勢
の
前
に
、
長
年
に
わ
た
っ
て
築
き
上
げ
た
生
産
カ
ル
テ
ル
と
し
て
の
自
己
の
地
歩
を
確
実
に
切
り
崩
さ
れ
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。
の
国
有
化
措
樋
を
全
面
的
に
支
持
す
る
声
明
を
発
表
し
た
し
、
同
日
、
ア
メ
リ
カ
国
務
省
は
リ
ビ
ア
の
国
有
化
措
置
を
認
め
な
い
と
の
政
府見解を公表した。
以上、
（釦）詳しくは石油連盟「石油資料月報」第一八巻第九号、二八－三五ぺ１を参照されたい。
－１－ 
/、
、
九
七
三
年
秋
の
い
わ
ゆ
る
第
一
次
オ
イ
ル
・
シ
ョ
ッ
ク
に
焦
点
を
お
い
て
、
そ
の
契
機
な
り
背
景
な
ど
を
や
や
立
ち
入
っ
て
現代資本主義と「石油危機」
ｌ
む
す
び
に
代
え
て
Ｉ
3６ 
石油危機の政治経済学（下）
一
九
六
○
年
代
に
入
っ
て
経
済
力
の
弱
体
化
、
そ
れ
を
背
景
と
し
た
ポ
ン
ド
危
機
に
し
ば
し
ば
悩
ま
さ
れ
て
き
た
イ
ギ
リ
ス
は
、
一
九
六七年秋以降、従来の中東防衛の中心地アデンから駐留顕の撤退を開始し、それに伴って中東司令部をバーレーンに
移動せしめたが、翌六ハ年一月初頭にいたって、国際収支の危機的状況に直面したウィルソン首相は、一九七一年末
（ワニ
までにスエズ以東からの全兵力の撤退を発表した。アーァンは世界屈指の燃料補給港として知られ、またペルシア湾か
ら
紅
海
を
経
て
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
運
ば
れ
る
石
油
の
安
全
輸
送
を
保
障
す
る
要
衝
地
で
も
あ
る
。
こ
の
中
束
地
域
か
ら
の
イ
ギ
リ
ス
噸
の
全
面撤退は、「第二次大戦以来、湾岸地域で起こった股も根本的な変化であり、この地域に一世紀にわたって機能して
（３） 
きた安全保障体制の終わりを告げる」ことを物語る。こうして、イギリスの撤退後には「自由世界の石油の一一一一一％を
考察してきた。そこからえられた重要と思われる若干の問題を摘出して、「むすび」としたい。
第
一
に
は
「
石
油
危
機
」
の
政
治
的
背
景
に
つ
い
て
で
あ
る
。
ｌ
・
ス
キ
ー
ト
は
一
九
六
○
年
代
の
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
運
動
の
過
程
で
、
「基調をなす政治的・経済的現実に顕著な変化が起こったことを明確に示す事件」として、Ⅲ一九六七年のアラブ・
イスラエル戦争、②一九六八年一月に発表されたイギリスのアラビア湾地域からの撤退、③一九六九年九月のリビア
革命、を指摘し、「この三つの事態は政治的雰囲気を一変し、ＯＰＥＣ内の中東諸国……に対して、石油各社との交
（１） 
沙、ひいては西側各国との交渉において従来と全く異なる決意と確信を植えつけた」と一一一司っている。一九六七年のア
ラ
ブ
・
イ
ス
ラ
エ
ル
戦
争
、
い
わ
ゆ
る
第
三
次
中
東
戦
争
と
一
九
六
九
年
の
リ
ビ
ア
革
命
に
つ
い
て
は
あ
る
程
度
す
で
に
ふ
れ
た
の
で
、
ここでは一九六八年のイギリスのアラビア湾地域からの撤退声明について検討しておこう。
（１）旨四コの穴⑰の（・－ケ己・邦訳三二一’一一一一一二ページ。
3７ 
（４） 
供給すると同時に、確認埋蔵錘の五八％の眠る地域が、力の真空地帯として残され」ることになった。「力の真空地
帯」を埋めるのはアメリカの軍事力しかないのであるが、アメリカもまたベトナム戦での軍事力の消耗、ドル危機に
象徴される経済力の衰退は覆うことのできない事実となって表面化し、かっての「トルーマン・ドクトリン」声明当
時の力を喪失しつつあった。特に六○年代後半以降、西欧や日本における産業の国際競争力の強化によって、世界経
済
に
お
け
る
ア
メ
リ
カ
産
業
の
優
位
の
減
退
だ
け
で
な
く
、
ベ
ト
ナ
ム
戦
争
へ
の
武
力
介
入
に
よ
る
ド
ル
の
「
た
れ
流
し
」
に
も
と
づ
い
て
、
ア
メ
リ
カ
の
国
際
収
支
は
悪
化
し
、
そ
れ
が
さ
ら
に
は
ド
ル
危
機
を
深
刻
化
す
る
と
い
う
恕
術
環
に
陥
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
う
し
た
状
況
の
も
と
で
は
、
到
底
ア
メ
リ
カ
が
そ
の
任
を
負
う
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
換
言
す
れ
ば
、
六
○
年
代
末
か
ら
七
○
年
代
初
頭
に
か
け
て
の
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
、
リ
ビ
ア
な
ど
の
ア
ラ
ブ
急
進
主
義
を
抑
え
る
政
治
力
な
り
軍
事
力
の
行
使
を
裏
づ
け
る
経
済
力
が
ア
メ
リ
カ
に
は
も
は
や
な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
メ
ジ
ャ
ー
お
よ
び
米
英
帝
国
主
義
に
対
す
る
対
決
姿
勢
を
鮮
明
に
し
つ
つ
、
原
油
価
格
引
上
げ
や
経
営
参
加
な
ど
の
実
現
に
功
を
奏
し
た
ア
ラ
ブ
急
進
主
義
は
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
内
に
お
け
る
か
れ
ら
の
地
位
を
強
化
す
る
に
伴
っ
て
、
穏
健
派
あ
る
い
は
親
米
派
と
い
わ
れ
る
イ
ラ
ン
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
な
ど
を
も
巻
き
込
ん
で
い
っ
た
。
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
「
力
の
真
空
地
帯
」
を
（５） 
逆
手
に
と
っ
て
第
一
次
オ
イ
ル
・
シ
ョ
ッ
ク
の
政
治
的
条
件
を
整
え
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。
（２）撤退の経緯の詳しい説明は、可副の□四四］一国ど》曾曽厨冒岳・貝の日日ご少ご鼠・岩永博他訳「現代アラビア」一九七八
年、法政大学出版局、第五章「湾岸」を参照されたい。
（３）（４）口邑国風ＰごＱ・邦訳（下）二二五ページ。
（５）第一次オイル・ショックの政治的側面を中東における「米英による重層的支配体制の動揺」の観点から詳しく展開し
て
い
る
の
は
、
館
山
豊
「
資
源
問
題
」
（
前
掲
書
所
収
）
で
あ
る
。
本
橘
も
こ
の
論
文
か
ら
大
き
な
示
唆
を
受
け
た
。
3８ 
石油危機の政治経済学（下）
第
二
に
は
現
代
資
本
主
義
の
も
と
で
の
世
界
的
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
進
行
と
「
石
油
危
機
」
と
の
関
連
に
つ
い
て
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
経
済
、
し
た
が
っ
て
ま
た
世
界
経
済
に
と
り
一
九
六
五
年
は
一
つ
の
画
期
を
な
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
一
九
六
○
年
代
前
半
の
五
年
間
に
お
け
る
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
収
支
の
年
平
均
は
ほ
ぼ
五
四
億
ド
ル
の
黒
字
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、
六
○
年
代
後
半
の
五
年
間
に
は
そ
の
（６） 
半
分
近
い
一
一
八
億
ド
ル
の
黒
字
に
激
減
し
、
そ
れ
に
対
応
し
て
ア
メ
リ
カ
の
金
・
外
貨
ポ
ジ
シ
ョ
ン
も
悪
化
し
、
一
九
六
五
年
に
い
た
っ
て
外
国
通
貨
当
局
保
有
の
ド
ル
資
産
が
ア
メ
リ
カ
の
金
・
外
貨
保
有
商
を
上
回
っ
て
、
そ
れ
ま
で
の
地
位
を
逆
転
さ
せ
た
。
つ
ま
り
外
国
通
貨
当
局
か
ら
ド
ル
債
権
に
対
す
る
支
払
い
要
求
が
あ
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
政
府
は
そ
れ
に
応
じ
き
れ
な
い
と
い
う
状
態
が
出
現
し
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
一
方
で
は
、
六
○
年
代
に
入
っ
て
の
西
欧
、
日
本
の
産
業
な
ど
の
追
い
上
げ
に
伴
う
ア
メ
リ
カ
産
業
の
国
際
競
争
力
の
減
退
の
結
果
で
あ
り
、
他
力
で
は
一
九
六
五
年
初
か
ら
開
始
さ
れ
た
ベ
ト
ナ
ム
戦
争
へ
の
ア
メ
リ
カ
の
武
力
介
入
に
よ
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
の
輸
出
増
勢
を
上
回
る
輸
入
急
増
の
結
果
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
国
際
通
貨
ド
ル
に
優
先
し
て
金
選
好
が
蔓
延
し
、
各
国
通
貨
を
揺
さ
ぶ
っ
て
い
っ
た
。
一
九
六
七
年
一
一
月
か
ら
翌
六
ハ
年
三
川
に
か
け
て
の
い
わ
ゆ
る
ゴ
ー
ル
ド
・
ラ
ッ
シ
ュ
に
よ
っ
て
、
金
プ
ー
ル
制
廃
止
と
金
の
二
蓮
価
格
制
へ
の
移
行
が
決
定
的
と
な
り
、
さ
ら
に
紳
士
協
定
に
よ
っ
て
ア
メ
リ
カ
を
除
く
主
要
先
進
国
は
金
・
ド
ル
交
換
を
実
質
上
差
し
控
え
る
こ
と
を
申
し
合
わ
せ
た
が
、
こ
れ
は
七
一
年
八
月
の
金
・
ド
ル
交
換
を
停
止
す
る
ニ
ク
ソ
ン
声
明
に
先
行
す
る
実
質
上
の
１
Ｍ
Ｆ
協
定
の
破
棄
で
あ
っ
た
。
国
際
通
貨
ド
ル
の
励
冊
の
結
果
、
各
側
通
貨
当
局
は
１
Ｍ
Ｆ
協
定
で
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
間
定
為
替
レ
ー
ト
を
維
持
す
る
た
め
に
、
ド
ル
売
り
に
対
処
し
て
ド
ル
を
買
い
支
え
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
の
た
め
の
自
国
通
貨
の
増
発
は
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
し
て
い
く
こ
と
に
な
っ
た
。
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
世
界
的
進
行
は
さ
ら
に
ド
ル
減
価
に
拍
車
を
か
け
る
こ
と
に
な
り
、
金
そ
の
他
の
国
際
商
品
に
対
す
る
投
機
的
思
惑
買
い
を
促
が
す
こ
と
に
よ
っ
て
こ
れ
ら
商
品
相
場
の
急
騰
を
ひ
き
起
こ
し
て
い
つ
（７） 
た
。
国
際
商
凹
叩
相
場
の
代
表
的
指
標
で
あ
る
ロ
イ
タ
ー
指
数
に
よ
れ
ば
、
金
を
は
じ
め
銅
、
錫
、
亜
鉛
、
鉛
、
砂
糖
、
コ
ー
ヒ
ー
な
ど
が
3９ 
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
に
と
り
一
九
七
○
年
は
亜
要
な
転
機
を
な
し
た
が
、
そ
れ
は
す
で
に
述
べ
た
リ
ビ
ア
政
府
に
よ
る
原
油
公
示
価
格
の
引
上
げ
、
産油量削減を含む新しい石油政策の展開がなされたことにもとづく。リビア原油は当時西ヨーロッパの石油輸入薮の
二
五
％
を
供
給
し
、
ま
た
ス
エ
ズ
迦
河
の
封
鎖
の
た
め
に
ア
フ
リ
カ
回
り
の
ペ
ル
シ
ア
湾
岸
原
油
よ
り
は
は
る
か
に
低
コ
ス
ト
の
上
、
硫
黄
分
が
少
な
い
と
い
う
有
利
な
条
件
を
も
っ
て
い
た
た
め
、
公
示
価
格
の
○
・
三
ド
ル
／
バ
レ
ル
の
引
上
げ
、
一
九
七
五
年
ま
で
毎
年
○
・
○
二
ド
ル
／
バ
レ
ル
ず
つ
引
上
げ
る
こ
と
を
石
油
会
社
は
認
め
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
リ
ビ
ア
原
油
の
公
示
価
格
引
上
げ
が
引
き
金
軒
並
み
騰
勢
を
示
し
て
い
る
。
し
か
し
、
原
油
の
公
示
価
格
の
み
は
一
九
六
○
年
代
を
通
じ
て
掘
悩
か
れ
た
ま
ま
で
あ
っ
た
か
ら
、
産
油
国
の
不
満
は
う
っ
秋
し
て
い
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
六
○
年
代
に
入
っ
て
先
進
的
な
資
本
主
義
諸
国
は
い
ず
れ
も
石
油
へ
の
依
存
を
商
め
、
こ
の
過
程
を
通
じ
て
こ
れ
ら
諸
国
で
は
そ
れ
ま
で
の
石
炭
に
代
っ
て
石
油
が
最
も
重
要
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と
な
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
石
油
市
況
の
軟
化
傾
向
は
六
○
年
代
を
通
じ
て
一
趾
し
て
継
続
し
、
か
ろ
う
じ
て
原
油
の
公
示
価
格
が
維
持
さ
れ
た
も
の
の
、
そ
の
市
場
価格は公示価格を下回り、低迷していた。アメリカの余剰産油能力が五○年代後半から六○年代半ばにかけて約四○
ｏ
万
バ
レ
ル
／
日
ｌ
こ
れ
は
自
由
世
界
に
お
け
る
余
剰
産
油
総
力
総
計
の
三
分
の
二
を
占
め
る
ｌ
と
い
う
高
い
水
準
に
あ
っ
た
か
ら
（８） 
で
あ
り
、
そ
れ
が
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
価
格
引
上
げ
へ
の
抵
抗
を
弱
め
る
緩
衝
の
役
剖
を
果
た
し
、
資
本
主
義
世
界
に
お
け
る
原
油
の
低
価
格
で
の安定的な供給を保障したのである。
（６） 
（７） 
（８） 
のロ『ぐの璋○玲○巨。①ロ〔国巨の一コの⑪ｍ》］匡口①］ロゴ院Ｃ・いぃ・
日
本
銀
行
「
日
本
経
済
を
中
心
と
す
る
国
際
比
較
統
計
」
各
年
版
。
館山磯、前掲論文（前掲譜所収）、三一六ページ。
石油危機の政治経済学（下）
「石油危機」の背景として以上の二点を指摘したが、要するに一九六○年代から七○年代にかけてのアメリカの政
治力および経済力の弱体化にそれを求めることができよう。その延長上に「石油危機」発生の契機があるとすれば、
アメリカの政治力および経済力の弱体化を象徴的に物語るベトナム敗戦ぬきに「石油危機」は語れないことになろう。
「石油危機」は石油資源の物理的洞渇化Ⅱ絶対的制限からひき起こされたものではなく、現代資本主義がなお余命を保
と
な
っ
て
、
七
○
年
一
二
月
の
カ
ラ
カ
ス
に
お
け
る
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
総
会
で
は
石
油
の
公
示
価
格
引
上
げ
を
決
議
し
、
そ
れ
が
翌
年
の
テ
ヘ
ラ
ン協定およびトリポリ協定となって実現されていったことは前述の通りである。相次ぐ公示価格の引上げという、い
わば価格引上げの歯止めを喪失したメジャーは、いまや原油価格管理という面でカルテルとして機能不全に陥ったが、
そ
の
背
景
に
は
世
界
的
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
深
化
と
と
も
に
、
七
○
年
代
に
入
っ
て
自
由
世
界
に
お
け
る
余
剰
産
油
能
力
、
と
り
わ
け（９） 
アメリカのそれが急速に低下し、石油需給が逼迫してきたからである。Ｊ・Ｅ・スペロが挙証している数字によれば、
一九六一一年と一九七二年とを比較して、アメリカの石油消費は一○一一三万バレル／日から一五九八万バレル／日（西
欧
全
体
と
し
て
同
期
間
に
五
二
四
万
バ
レ
ル
／
日
か
ら
一
四
二
○
万
バ
レ
ル
／
日
に
激
墹
し
た
が
、
な
お
ア
メ
リ
カ
一
国
の
消
費
城
に
は
及
ば
な
い
）
に
五
六
％
増
大
し
、
し
た
が
っ
て
石
油
消
費
に
占
め
る
石
油
輸
入
の
割
合
も
同
期
間
に
二
○
・
七
％
か
ら
二
九
・
七
％
に
増
大
し
て
い
っ
た
。
原
油
を
含
む
ア
メ
リ
カ
の
商
品
輸
入
の
著
墹
は
、
経
附
収
支
の
恕
化
と
相
俟
っ
て
大
鍬
の
ド
ル
撒
布
に
帰
結
し
、
そ
れ
がいっそうインフレを促進することによってＯＰＥＣの石油戦略発動の客観的条件を形作っていったのである。
（９）］・向・の己の『Ｐ日ロので。言８．ロゴ【の日日｝Ｃｐｐ－－ｐ８。。ｐ〕－，幻①一目。。⑪．＄塵」・首藤信彦他訳「国際経済関係論」一九八二年、
好学社、二四四ページ。
4１ 
っている帝国主義としての反革命的性格の挫折からひき起こされたものであるといえよう。
（一九九一年一一月三日） ［以上］
4２ 
